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■ 瀬口
���

和義
����

武庫川女子大学学長、武庫川女子大学短期大学部学長。1969

年３月京都大学理学部化学科卒業。1971年３月京都大学大学

院理学研究科化学専攻修士課程修了。1974年３月京都大学大

学院理学研究科化学専攻博士課程単位取得後退学。1976年５

月京都大学にて理学博士の学位取得。1975年４月武庫川女子

大学家政学部兼武庫川女子大学短期大学講師。1984年４月〜

1985年12月在外研修員として西ドイツ（ヴェルツブルグ大学）

に出張。1992年４月武庫川女子大学家政学部（現生活環境学

部）兼武庫川女子大学短期大学部教授（現在に至る）。2011年

６月学校法人武庫川学院理事（現在に至る）。2018年４月武庫

川女子大学学長兼武庫川女子大学短期大学部学長（現在に至

る）。

■ 佐藤
���

一郎
����

国立情報学研究所・情報社会相関研究系教授／国立大学法人

総合研究大学院大学・複合科学研究科情報学専攻教授（兼任）。

専門：ミドルウェアやOSなどのシステムソフトウェア。学

歴：慶應義塾大学理工学部電気工学科卒、同大学理工学研究科

大学院計算機科学専攻後期博士課程修了、博士（工学）。お茶の

水女子大理学部情報学科助教授を経て、国立情報学研究所ソフ

トウェア研究系助教授を経て、現職。デジタル庁「政策評価に

関する有識者会議」座長、経済産業省・総務省「企業のプライ

バシーガバナンスモデル検討会」座長他を歴任。

■ 太田
���

邦史
����

東京大学理事・副学長（教育、情報担当）。1990年東京大学大

学院理学系研究科生物化学専攻を修了（理学博士）後、理化学

研究所の研究員などを経て、2007年東京大学大学院総合文化

研究科教授、2019年同大学院総合文化研究科長、2022年より

現職。専門は、分子生物学、合成生物学。

■ 坂村
����

健
��

東洋大学情報連携学部長。1951年東京生まれ。INIAD（東洋大

学情報連携学部）学部長、工学博士、東京大学名誉教授。IEEE

Life Fellow。1984年よりオープンなコンピュータアーキテクチ

ャTRONを構築、米国IEEEの標準OSとなり世界中で使われて

おり、2023年「TRONリアルタイムOS ファミリー」がIEEE

Milestone として認定された。2015年情報通信革命に功績のあ

った世界の６人の中の一人として、国際電気通信連合より

「ITU150アワード」を受賞。2022年　IEEE Masaru Ibuka

Consumer Technology Award受賞。著書に『DXとは何か』など

多数。

■ 金丸
����

敏幸
����

京都大学国際高等教育院・准教授。京都大学博士（人間・環境

学）。ICTやAI、とくに自然言語処理の技術を外国語教育に導入

し、教材や教授法、評価の改善に取り組んでいる。京都大学の

新入生全員が利用する英語e-Learningシステム「GORILLA」を

開発し、その運用に携わる。著書に、『京大・学術語彙データベ

ース基本英単語1110』（研究社：共著）、『TOEFL ITP®テスト公

式テスト問題＆学習ガイド』（研究社：共著）などがある。現在、

一般社団法人大学英語教育学会（JACET）理事。

■ 髙嶌
����

英弘
����

京都産業大学法学部教授。法学修士。1989年４月京都産業大

学法学部専任講師、同大学法務研究科教授を経て、2018年４

月より現職。専攻は民法、医事法、消費者法。近時の著書とし

て、『基本講義消費者法（第５版）』（共著）。

執筆者紹介

＊本欄はお書きいただいた資料からできるだけ統一し、掲載しました。

■ 山中
����

司
���

立命館大学生命科学部教授。2011年慶應義塾大学大学院政

策・メディア研究科博士課程修了。博士（政策・メディア）。立

命館大学生命科学部准教授を経て2018年より現職。専門は応

用言語学、言語哲学（プラグマティズム）、英語教育政策。著書

に『プラグマティズム言語学序説：意味の構築とその発生』（共

著、ひつじ書房）、『プロジェクト発信型英語プログラム：自分

軸を鍛える「教えない」教育』（共著、北大路書房）などがある。

■ 西野
���

哲朗
����

電気通信大学大学院情報理工学研究科教授・データ教育セン

ター長。1984年、早稲田大学大学院理工学研究科数学専攻博

士前期課程修了。1984年、日本アイ・ビー・エム入社。東京

基礎研究所研究員。1987年東京電機大学助手。1992年北陸先

端科学技術大学院大学助教授。1994年電気通信大学電気通信

学部電子情報学科助教授。1999年同情報通信工学科助教授。

2006年同教授。2010年改組により情報理工学研究科教授。

2020〜2022年同研究科長。電子情報通信学会ソサエティ論文

賞（2002年）、IBM Faculty Award（2008年）、文部科学大臣表

彰科学技術賞（2010年）など受賞。主な著作に「P=NP? 問題

へのアプローチ」（日本評論社）、「量子コンピュータと量子暗号」

（岩波書店）、「図解雑学・量子コンピュータ」（ナツメ社）、「デザ

イン思考に基づく新しいソフトウェア開発手法EPISODE」（コ

ロナ社）など。

■ 松嶋
����

敏泰
����

早稲田大学理工学術院応用数理学科教授。データ科学センター

所長。1993年早稲田大学理工学部工業経営学科（現経営シス

テム工学科）助教授。1997年同教授。2008年より現職。2001-
2002年ハワイ大・電気工学科客員研究員。2011-2012年カリ
フォルニア州立大・バークレイ校・統計学科客員教員。

■ 野村
���

亮
���

早稲田大学データ科学センター教授。2004年青山学院大学理

工学部助手。2010年専修大学ネットワーク情報学部講師、の

ち教授。2019年より現職。

■ 佐藤
���

健一
����

滋賀大学副学部長。広島大学大学院理学研究科（博士課程前期）

数学専攻修了。博士（理学）。広島大学原爆放射線医科学研究所

准教授を経て現職。専門は統計学。応用統計学会学会賞（優秀

論文賞）受賞（2010年度、2015年度および2023年度）。著書

に『実況!Rで学ぶ医療・製薬系データサイエンスセミナー』な

ど。

■ 市川
����

治
���

滋賀大学データサイエンス学部教授。1988年日本アイ・ビ

ー・エム株式会社に入社。2018年に滋賀大学に着任。専門は

音声データ処理、テキストデータ処理。

■ 植木
���

優夫
���

長崎大学情報データ科学部教授。2008年岡山大学大学院環境

学研究科生命環境学専攻博士課程後期課程修了。博士（環境

学）。情報・システム研究機構融合プロジェクト特任研究員、山

形大学医学部助教、東北大学東北メディカル・メガバンク機構

助教、久留米大学バイオ統計センター講師、同准教授、理化学

研究所革新知能統合研究センター研究員を経て、2020年より

現職。
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2019年、本学は学院創立100周年を目指して

「MUKOJO ACTION 2019-2039」を公表し、

2021年度には「新しい武庫女教育」を掲げ、教

育・研究・社会貢献など大学運営すべてにわた

り、前例のない改革に乗り出しました。立学の精

神にうたわれる「高い知性と善美な情操と高雅な

徳性とを兼ね具えた有為な女性を育成する」とい

う教育理念を堅持しながらも、「自ら考え、動

く」女性の育成を目指し、現在、大学全体のポリ

シー・各学部・学科のカリキュラム再検討・正課

外活動を含めた学修支援体制の見直しなど、教育

改革に取り組んでいます。

とりわけ、情報教育およびICTを活用した学修

支援は重要であり、すでに2016年から新しい取

組みをスタートさせていました。まず学内のWi-

Fiアクセスポイントを大幅に増設してBYODによ

る学修をハード面から支えました。ソフト面で

は、学修支援を主とした「mwu.jp」を新たに取得

して全学生・全教職員にアカウントを付与、G

Suite（現Google Workspace）を使用したトータル

な教育システムを完成させました。結果的に、こ

の取組みがあったからこそ、2020年からのコロ

ナ禍を乗り切ることができました。

2021年度後期には、全学的な必修科目として

「データリテラシー・AIの基礎」を導入しまし

た。この科目を中心としたプログラムは文部科学

省の「数理・データサイエンス・AI教育プログラ

ム（リテラシーレベル）」に認定されています。

認定されるためには以下の５つの内容を含むこと

が求められます。

①　現在進行中の社会変化（第４次産業革命、

Society 5.0、データ駆動型社会等）に深く寄与

しているものであり、それが自らの生活と密接

に結びついているもの。

②　「社会で活用されているデータ」や「データ

の活用領域」は非常に広範囲であって、日常生

活や社会の課題を解決する有用なツールになり

得るもの

③　様々なデータ利活用の現場におけるデータ利

活用事例が示され、様々な適用領域（流通、製

造、金融、サービス、インフラ、公共、ヘルス

ケア等）の知見と組み合わせることで価値を創

出するもの。

④　活用に当たっての様々な留意事項（ELSI、

個人情報、データ倫理、AI社会原則等）を考慮

し、情報セキュリティや情報漏洩等、データを

守る上での留意事項への理解をするもの。

⑤　実データ・実課題（学術データ等を含む）を

用いた演習など、社会での実例を題材として、

「データを読む、説明する、扱う」といった数

理・データサイエンス・AIの基本的な活用法に

関するもの。

これらの内容は、グローバル化や価値観の多様

化など、複雑に変化する現代社会において、本学

の学生全員が「自ら考え、動く」ようになるため

の基盤的リテラシーだと考えています。学生たち

は基盤をがっちり固めた上で、各学部で“生きる

こと”につながる専門性を身につけていくことに

なります。その一例として、経営学部（2020年

度開設）では学内外を学びのフィールドにする

「実践学習」を導入し、社会の課題を直接体験す

ることと自己のキャリアと結びついた学修を目指

しています。また、社会情報学部（2023年度開

設）では、社会科学、情報科学、データサイエン

スの総合的見地から社会に貢献する情報スペシャ

リストを育成するカリキュラムを用意していま

す。

「新しい武庫女教育」はまだ緒についたばかり

です。課題山積ではありますが、こうした課題に

チャレンジすることが大学教育の原点であり、教

職員一丸となって取り組むべきと考えています。

武庫川女子大学
学長 瀬口　和義

「自ら考え、動く」人材育成のための基盤教育



デジタル革命という潮流の中で、人間に近い会話を行い、迅速に回答や画像等を生成する生成系AIの存在は、日々

社会に大きな変化をもたらしています。圧倒的に利用価値があるとして、ビジネスの分野では生産性の向上などを期

待して前向きな対応がはじまっています。

他方、真理の探究を標榜する大学では、エビデンスを用いて批判的に思考し、合理的な判断の中で問題発見・課題

解決を考え出す学びや、独創的かつインパクトのあるモノつくりなどを目指す教育において、生成系AIをどのように

受け止めていけばいいのか、各大学での対応が検討されています。

文部科学省における教学面の取扱いなどを参考に、学生がAI社会の中で主体的に活動していけるよう、生成系AIを

使いこなすための授業の在り方、情報源の信憑性や著作権侵害などを点検するAIリテラシー教育への対応、成績評価

の在り方など、大学教育に大きな変革が迫られていることの重大さを振り返る機会としました。

「大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて(周知)」
の経緯と取扱いの観点
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特　集

生成系AIへの対応

※文部科学省高等教育局専門教育課の許可をいただき、
「大学・高専における生成ＡＩの教学面の取扱いについて(周知)」および「(概要）参考資料２」を転載し紹介します。

詳細は下記のサイトを参照ください。
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000245316.pdf

文部科学省
高等教育局専門教育課
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ChatGPTは2022年11月30日の直後から、人間が書

いたような自然言語の生成能力に関心が集まり、米国

統一司法試験の合格点を上回るだけでなく、人間の合

格者の上位10％に入るスコアを獲得したとされていま

す。また文章以外、例えば画像を生成するAIも急速に

進化している状況です。大学教育においても、進化を

続けるAIとの接し方は大きな議論をよんでいます。本

稿では、AIの技術的な観点をいくつか選び、その観点

に立って大学教育において我々、人間がAIとどう向き

合うべきかを考えていきます。

さてChatGPTなど生成AIが文章を生成できる仕組み

は、まずウェブから集めた大量文章から、ある単語の

後にどんな単語が続くかを調べて、その単語同士の接

続の仕方を確率的に表したものである学習モデルを作

ります。そして利用者などから文章が与えられたとき、

その学習モデルを通じて、その文章に続く単語を選ぶ

ことを繰り返して、新たな文章を生成します。ここで

注意したいことは、ChatGPTは単語と単語を繋いでい

るだけで、生成している文章の意味を理解しているわ

けではないので、当然、間違った内容を含む文章を生

成することがあるということです。そもそもChatGPT

などの生成AIは知っていることと知らないことの区別

がない、つまり生成AIには無知の知がないのです。か

つてソクラテスは無知の知がある者は、ない者より賢

いと指摘しましたが、その意味ではAIよりも人間の方

が賢いことになります。その人間の有利性を維持する

ためにも、大学教育において学生に知識を教授するこ

とも大切ですが、同時に学生自身が自分に欠けている

知識を認識することも大切になってきます。

その結果、ChatGPTなどの生成AIは間違った内容を

含む文章を生成しがちです。AIを使う場合、間違いが

比較的少ない用途に使うか、人間がAIの間違いを発

見・修正できる場合に利用すべきとなります。前者に

ついては要約や校正などの用途、文章の生成に必要な

情報が与えられている場合は比較的間違いが少ないで

す。後者については、自分が知らないことの文章生成

を求めると、利用者がAIの間違いを発見・修正ができ

なくなることから、ChatGPTなどのAIの利用では、利

用する側である人間にはAIよりも高い知識が要求され

特　集

生成系AIへの対応

ることになります。大学教育では学生が課題レポート

においてAIを利用することの是非が議論されています

が、学生がレポートの課題に関する知識があり、文章

執筆を支援するためにChatGPTを使うケースと、知識

がないのでChatGPTに頼るケースでは状況が違い、ぞ

れぞれの是非以前に分けて考えておくべきです。

ChatGPTの登場により注目された言葉に、プロンプ

トエンジニアリングがあります。これは利用者による

ChatGPTなどのAIへの入力、つまりプロンプトを工夫

すると、AIの出力の品質が上がるという技巧です。

ChatGPT内部では学習モデルがプロンプトに対応した

文章を適切に生成するためにプロンプト改変・拡張す

る仕組みが多用されており、それを利用者が行ってい

ることになります。プロンプトエンジニアリングとい

う技巧に本質的な意味があるかは疑問ですが、プロン

プトの文章の書き方がAIの生成内容の品質に大きく影

響するのは事実です。ChatGPTなどのAIの登場で、文

章を書く能力、文章力は不要という考え方もあるよう

ですが、むしろ逆で、適切なプロンプトを作り、AIを

活かすには高い文章力が必要となるはずです。

ChatGPTなどの生成AIは機械学習、その中でも深層

学習と呼ばれる技術を利用しています。機械学習によ

るAIは、その学習モデルにおいて学習用データからル

ールを獲得して、そのルールを適用することで未知の

データに対応できるという、汎化と呼ばれる特質があ

ります。例えば日本語と英語などの異なる自然言語の

文章を訓練データとして学習モデルを構築すると、各

言語の文章を生成できるだけでなく、言語間の関係、

例えば相違な言語において共通する性質を見いだし、

それを各言語の文章生成に利用できます。ですから、

日本語の文章生成は日本語の訓練データだけに頼って

いるのではなく、英語などの他言語向けの学習も活か

しています。大学教育において、履修科目の選択は学

生に任されていることも多く、各科目は独立して行わ

れることが大半ですが、学生は相違な科目間に共通の

知見などを見いだす能力が求められるはずです。

ChatGPTなどの生成AIは所詮、道具です。AIという

道具の特性と限界を理解した上で、道具を上手にコン

トロールして使うことが大切です。

佐藤　一郎

進化を続けるAIと人間　どう向き合えばいいのか

国立情報学研究所
情報社会相関研究系教授
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本学では、本年５月に、教員、学生向けにそれ

ぞれ「AIツールの授業における利用について

（ver. 1.0）」をメッセージとして発表しました。

生成AIの利用の是非については、本年１月より

学内で議論し始めました。研究室の学生など筆者

自身の周囲でもChatGPTが話題になり、実際に使

ってみたところ衝撃を受け、授業のレポート作成

や成績評価に大きな影響を与えると思ったからで

す。

学内の先行的議論では禁止しても学生の利用は

止め難いという話になり、ならば大学教育に良い

形で活用する方向性が良いということになりまし

た。新学期が開始する４月には、教員や学生に向

けて「生成系AIについて」という本学の見解を発

表し、活用を前提として大学側が対応をとる、と

のメッセージを発信しました。その後公開した

「AIツールの授業における利用について」は、そ

の後の学内の意見を踏まえ、実際に授業で生成AI

を利用する上で教員がどのような点に注意すべき

なのかまとめた文書です。

生成系AIへの対応

一連の文書作成にあたり意識したことは、授業

や学問に対して真面目に取り組んでいる学生が損

をしないように、という点です。大学が生成AIの

利用指針を出しておかないと、学生が安易に生成

AIのみでレポート作成をするなど、学生の学習効

果が低下してしまう状況を招くのではと懸念しま

した。むしろ生成AIをうまく活用して教育効果が

上がるよう、教員や学生の意識を建設的な方向に

向けていきたいと考えました。

もう一点気にした点は、日本全体への影響です。

生成AIは今後社会を大きく変革する可能性がある

技術です。一律禁止にすることで、日本全体での

活用が止まってしまい、世界の進歩から取り残さ

れます。現状維持バイアスを打破するために、意

図的に積極的なメッセージを盛り込んでいます。

本学では、生成AIを実際に教育や研究に活用し、

グッド・プラクティスや問題点を検証したうえ

で、知識の共有、新たな利用法の模索や様々なル

ール策定をしていきたいと考えています。

太田　邦史

生成AIの到来にどう向き合うか

東京大学
理事・副学長

特　集

以下は、本学utelecon（オンライン授業・Web会議ポータルサイト）よりの転載です。

https://utelecon.adm.u-tokyo.ac.jp/docs/ai-tools-in-classes



11JUCE Journal 2023年度 No.2

特　集



12 JUCE Journal 2023年度 No.2

特　集



13JUCE Journal 2023年度 No.2

特　集



14 JUCE Journal 2023年度 No.2

生成系AIへの対応

生成系AIに関するINIADの見解
坂村 健

INIAD（東洋大学情報連携学部）学部長
「自分の頭で考える」─ AI時代における学問と教育
東洋大学・創立者の井上円了先生の最も重要な教えは「自分の頭で考える」ということです。ただ、それは言葉と

しては簡単ですが、実際には難しいことです。皮肉屋なら「他人から自分の頭で考えよと言われて納得している時点

で、自分の頭で考えていないだろう（笑）」と言いそうです。

そもそも、人は完全に「自分の頭だけ」で考えることはできません。我々は、過去の学問の蓄積の上に立って──

いわば巨人の肩に乗っているから、より遠くを見ることができるのです。

「自分の頭で考える」という言葉での井上先生の真意は、著書にある「思い込みや偏見にとらわれることなく、自

分の目で確かめ、自分の頭で考える。客観的な観察と主体的な思考に基づいて世界を見つめなければならない。」で

明確に示されています。

「思い込みや偏見にとらわれることなく」という部分が重要であり、これは心理学の分野の「２つの思考モード」

で言うなら「システム２で考えよ」ということだと解釈できます。

「２つの思考モード」の「システム１」は、偉い人が言ったから、イデオロギー的に正しいから、組織の習慣・決

まりごとだから、さらには単なる思い込みとか、直感的・感覚的に判断するという低コストで楽な思考です。生きる

ために、生物が最初に身に着けた「反射的思考」であり、直感ベースで自動的に素早く結論が出ます。すぐに行動で

きるため、実世界への対応には良いですが、思い込みによる間違いも多い思考のモードです。

それに対して「システム２」は、ステップを踏んで問題を分析的に考え、論理的に考える思考であり、頭を使う努

力が必要になります。頭脳を発達させた人類が後天的に身につけた「思考の連鎖」であり、熟慮して論理をたどるた

め、間違うことは少ないですが、決断まで時間がかかります。

「巧遅は拙速に如かず」という言葉もあるように、実世界では考えているうちに手遅れになることもあります。そ

こで、システム１で対応し、余裕ができてからシステム２で見直すことが人間の望ましい思考様式となります。

問題は、システム１で結論を出してしまい、そこで楽をして止まってしまう人です。それこそが「自分の頭で考え

ていない人」なのです。

逆に言えば、井上先生の言う「自分の頭で考える」ために必要な姿勢──つまり、INIAD生に求められるのは、以

下のような姿勢です。

・　自分を疑う

思い込みに惑わされていないか？他人に考えを誘導されていないか？

・　別の立場に立って、問題を見直す

イデオロギーなどで「先験的」に正解を定めていないか？その結論になるように物事を考えていないか？

・　ステップ・バイ・ステップで順を踏んで考える

難しい問題に対し思考停止していないか？単純な答えに一足飛びで飛びついていないか？

・　自分自身に質問し、答えを探す

なぜこれが正しいと思うのか？これをどのように証明できるか？など

・　現実を見る

これは現実的か？このアイデアを実際に実行することができるか？これは人々の利益になるか？など

・　情報を収集・検証する

この情報源は信頼できるか？この情報はバイアスに影響されている可能性があるか？これは事実か、それと

も意見か？など

坂村　　健

「自分の頭で考える」ためのChatGPT

東洋大学　
情報連携学部学部長

特　集

INIADでは、2019年ごろから生成系AIに関する情報収集を開始し、社会に与える影響についても、その

考察を多くの媒体で、学部長名で発表してきました。この背景から、教育現場での利用を早期に検討し、

OpenAIのAPIが公開されるとすぐに登録。2023年の新学期からは、全学でGPT-4を利用できる環境を整え

ました。初期段階では教育界からの懸念の声も多く聞かれましたが、INIADのホームページで「生成系AIに

関するINIADの見解」を公表し、学生や保護者の疑問に応えてきました。INIADでは、半年以上にわたり

様々な分野で生成系AIを教育に取り入れ、その効果を検証しています。これまでの結果から、我々の見解は

正しかったと自信を持っており、今後もAIを取り入れたカリキュラムの拡充を進めていく所存です。

以下は、筆者が東洋大学のホームページにて「生成系AIに関するINIADの見解」として紹介しているものです。
https://www.toyo.ac.jp/news/academics/faculty/iniad/20230414/
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・　自分自身の感情を管理する

自分の感情が自分の判断に影響しているか？最初の自分の思いに固執しているだけではないか？など

ChatGPTを使うということ
先に触れた「思考の連鎖: Chain of Thought」という言葉は、ChatGPTをはじめとした最近の生成系AIの性能を決め

ると言われる尺度であり、GPT-2がGPT-3に進化したときに飛躍的に伸び、それが生成系AIのブレークスルーとな

りました。そして、今年３月にGPT-4になり、さらに性能が向上したと言われています。

例えば、INIADの１年生が履修する「情報連携学概論」の第一回「哲学」で出した去年のレポート課題をGPT-3.5

に与えた場合の回答は、十分に上位に入る出来でした。しかし、GPT-4の回答ならば、ほぼ満点の出来になります。

AIが哲学のレポートを書ける時代になった以上「〜について書け」というような単純な課題は、学生が生成系AIを

使う前提で大学としても評価を考えなければなりません。

「AIを使うな」というのは簡単です。しかし、答えの文章だけを見てAIを使ったかどうか判定することは不可能で

す。もちろん、課題を出す前にChatGPTなどの生成系AIに通して教師が回答を確認し、学生の提出がその回答と似て

いるかを判定することはできます。しかし、それも利用者が対話により誘導すれば、一般的な回答と類似性の少ない

回答に仕立てることも可能です。結局「あまりに一般的に正しい回答だ」とか「よく書けているのはおかしいから、

AIを使っただろう」といった理不尽な疑いしかできなければ、正直者がバカを見るだけの制度になり、モラルハザー

ドにつながります。

そこで、INIADではChatGPTの利用について制限を付けないだけでなく、むしろ推奨することを考えています。

その理由は、ChatGPTを使うことが必ずしも「自分の頭で考えない」ことに繋がるとは思わないからです。

ChatGPTとは対話のセッションを何度も続けることができ、その過程で自分の考えを深めることもできます。そこが、

聞いて答えるだけの検索エンジンとは大きく異なる点です。

実際、同じ課題をAIを使って解かせても、どう設問するか、回答に対して聞き返して深掘りするか、など使う人が

適切な対話ができれば──そして、最後のまとめにあたり自己の判断で取捨選択し、必要なら補足や書き換えができ

るかまで、その人の能力により結果の質が大きく変わります。ChatGPTにレポート課題を投げて最初に出てきた回答

をそのまま出す「撮って出し」では、回答はいかにも凡庸な回答しか出ないのです。

逆に言うと、ChatGPTを使うことを許すのは、学生が「楽ができる」ようになるのではなく、その結果の質がより

厳しく評価されるということなのです。単に「正しい」だけでは低い評価にしかならず「ユニークな視点がある」と

か「深く検討している」など、より高度な結果を求められるようになります。そのためにINIADでは、より深い評価

を行うための教育スタッフの負担を軽減できる評価のサポートAIのシステム開発も行っています。

「自分の頭で考える」ためのChatGPT
先に上げたように「自分の頭で考える」ために必要な姿勢の一つは「別の立場に立って、問題を見直す」というも

のです。最初のうちは、これを自分ひとりで行うのも難しいことも多いでしょう。しかし、ChatGPT──特にGPT-4

ベースのChatGPTを「壁打ち」の相手にできれば、AIにアンチテーゼを考えてもらい、弁証法的な思考を繰り返し、

より深く課題を考えるような思考の訓練も可能になります。

わからないことがあっても、何回でもいろいろなやり方で説明してもらっても恥ずかしくありません。また日本の

学生は正面から反論されることを自己への攻撃と捉える傾向があり、ディベートで感情的になることもありますが、

AI相手の「壁打ち」なら「自分自身の感情を管理する」のも容易でしょう。

このような対話を通して「自分の頭で考える」訓練は、哲学だけでなくINIADで教えるすべての学問分野で有用で

す。AIは、いやがりもせずずっと付き合ってくれる最高の「思考のためのバディ」になるのです。

さらに言えば、最終的な考査においては、ネットワークが使えない状況で試験を行います。ChatGPTを訓練相手と

して日頃から自らを高めることをせずに、楽をしてその回答を利用しているだけの学生は当然最終評価は低くなりま

す。そして、その差はさらに大きくなることでしょう。

それは、まさに将棋の世界で藤井聡太さんがAIをバディとして精進し、その成果で本番を勝ち抜き、王座戦に勝利

することで史上初の八冠までに至ろうとしている道と同じなのです。

さらに、ChatGPTを使って思考を深めるスキルは、これからのINIADの学生が社会にでたときに強く求められる資

質です。そのためINIADではChatGPTをどう使うかのプロンプトエンジニアリングについて、新しい教科として教育

していく計画です。

また、ChatGPTでは課金しないと使えないGPT-4モデルを使えるかどうかについての不公平が生じるという懸念が

あります。そこでGPT-4モデルとプログラミング教育において使えるAPIを利用できるようにする環境整備を、

INIADの全学生向けに行います。

なお、生成系AIの急激な進化という新しい状況に対応するということで、全てはアジャイルであり、この方針も結

果を見て変更するかもしれません。

一番の懸念は、対話により考えを深めるのでなく設問をそのままコピーし、出てきた最初の回答をそのまま提出す

るような「自分の頭で考えていない」使い方しかしない学生が出てくることです。これがあまりに目につくようなら、

その学生の利用を停止するかもしれません。

しかしながら、ChatGPTの利用に制限を付けることは、学生がより深い思考をすることを阻害するだけでなく、現

代社会における技術革新に対する抵抗感を育ててしまうことにもつながります。ぜひ、学生の皆さんが正しく「自分

の頭で考えて」ChatGPTを使ってくれることを切に願っています。

繰り返しになりますが、学生がChatGPTを使って自分の考えを深め、より高度な思考力を身につけられるように、

適切な環境・指導・教材の提供をINIADでは積極的に進めていきます。

ChatGPTを使って自分自身を疑い、新しいアイデアを生み出すことができる学生は、自己実現型人材として社会で

活躍できるでしょう。INIADは、ChatGPTを使った思考の深め方を学生に教え、より高度な思考力を身につけられる

よう支援していきます。これからの時代に必要とされる知識とスキルを身につけた、自己実現型の人材を育成してい

くことが、INIADの使命であり、責任でもあるのです。

特　集
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１．はじめに

言語生成AIの登場によって、大学教育は、これ

までの価値観や考え方を根本から見直す必要に迫

られています。大学では、人文系の分野に限らず、

書き言葉による成果を重視してきました。したが

って、学習評価も、試験の解答やレポートといっ

た本人が書いたものによって行われています。

大学教育の中でも、英語教育を中心とする外国

語教育は言語生成AIによって大きな影響を受ける

と見られています。本稿では、言語生成AIがこれ

までの英語教育にどのような影響を与えるか検討

し、次にAIを活用して、どのような教育を進めて

行くべきかを提案します。

２．高等教育における生成AIの取扱い

2022年11月にChatGPTが登場した直後から、

世界中でその実力と可能性を探る取組みが行われ

てきました。現在、その熱は少し落ち着いてきま

したが、代わって今後の社会に与える影響を長期

的な視野で検討する動きが出てきています。

文部科学省は、2023年７月に「大学・高専に

おける生成AIの教学面の取扱いについて（周知）」

という指針を発出しました[1]。この指針は、生成

AIに関して、高等教育での利活用が想定される場

面や留意すべき観点などを取りまとめたものとな

っています。

この指針では、生成AIが有効とされる点として、

学生による主体的な学びの補助や支援があげられ

ています。具体的な活用場面としては、情報収集

や論点の洗い出しといったブレインストーミング

的な使い方のほか、文章校正や翻訳という外国語

の学習に関わる利用もあげられています。つまり、

学生は生成AIを活用して、より効率的に学び、課

題に取り組む手助けを受けることが期待されてい

生成系AIへの対応

るのです。

さらに、大学内での教学への利活用だけでなく、

学生の卒業後、社会での活用を見越した教育につ

いても言及されています。生成AIの原理を理解し、

適切なプロンプト（質問や作業指示）を工夫する

ことで、生成AIの出力を検証するスキルを磨くこ

とも求められています。

３．外国語教育における生成AIの影響

外国語教育は、これまでも自然言語処理技術の

発達に大きな影響を受けてきました。とりわけ大

きな影響を受けたのは自動翻訳の技術です。

2016年にGoogleが統計的翻訳からニューラル翻

訳に切り替えたとき、多くの外国語教育の関係者

が、その精度の向上に驚き、この技術を学生が利

用することに懸念を示していました。その懸念は、

DeepLの登場によってさらに高まります。

そのような状況下に登場したのがChatGPTで

す。ChatGPTはこれまでの自動翻訳サービスと同

等、もしくはそれ以上の精度を示しています。と

くに翻訳文の自然さは、日本語、英語どちらの母

語話者から見ても違和感のない水準に達していま

す。従来行われてきた訳読や英作文といった活動

は、もはや成り立たない可能性もあります。

翻訳に留まらず、教科書の問題にも、ChatGPT

は対応できます。プロンプトに問題文や選択肢を

入力することで、問題の解答やその理由まで得る

ことが可能です。さらに、ChatGPTは従来の自動

翻訳ではできなかった言い換えや要約も高い精度

で行えます。従来であれば、テキストの内容を理

解し、高度な言語運用能力を必要とするような活

動にも対応できてしまうのです。

したがって、ChatGPTの安易な利用によって、

学生が十分に外国語の学習に取り組まないまま、

金丸　敏幸

言語生成AIは外国語教育に何をもたらすか？

京都大学
国際高等教育院・准教授

特　集
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学習成果をあげてしまうことが懸念されます。そ

れだけでなく、レポート作成のような統合的な課

題についても、ChatGPTによって学生の能力を上

回るものを作成することが可能となるので、成績

評価に重大な問題をもたらす危険性もあります。

４．AIを活用した自律的学習者の育成

外国語教育においてChatGPTの利用を完全に禁

止するというのは、もはや現実的ではありません。

それでは、言語生成AIは外国語教育においてどの

ように活用するべきでしょうか。

その一つの可能性が「AIを活用した自律的学習

（AI-Asistted Autonomous Learning: AAAL）」とい

う考え方です。これは、AIを積極的に導入するこ

とで、学習者が自律的に学び続ける態度を育成す

ることを目標とします。AAALは、ヴィゴツキー

（L. S. Vygotsky）が提唱した「発達の最近接領域

（Zone of Proximal Development: ZPD）」[2]という考

え方に基づいて、AIをともに学ぶ学習者（支援者）

として扱います。ZPDは、学習者の発達水準に関

する理論で、学習者が一人ではできないけれども、

外部の助けがあればできる領域のことを指しま

す。この領域での学習が、もっとも効果的な成長

や発達を促すと期待されています。

従来、支援者は人間しか想定されていなかった

のですが、生成AIの登場によって、AIが代わりを

務めることが不可能ではなくなりました。それだ

けではなく、課題の難易度が学生の能力よりも高

く、自力ではできない場合も、AIによる情報提示

による足場掛け（scaffolding）によって、学生の

積極的な取組みによる協働学習が可能となりま

す。一方で、協働学習で取り組める範囲を超える

特　集

課題であっても、AIによる出力を参考にすること

で、そこから学生が自律的に知識や理解を深めて

いくことができます。このような考え方をまとめ

たものが図１です。

教師が積極的に指導するのではなく、学生が自

らAIを活用しながら、知識や技能を補い、AIとの

やり取りを通じて理解を深めていく。さらに、AI

の出力を参考として学び続ける姿勢を育成する。

このような考えが今後の外国語教育においては、

重要になるでしょう。そのためには、学生はこれ

まで以上に外国語の物の見方や文法といった外国

語の基礎を身につけることが大切です。これらを

指導するのは、教師の重要な役割であり続けるで

しょう。また、自律的に学び続ける学生に対して、

その先に進むべき方向を示すことは、まだまだAI

には困難です。学生の先人として可能性を提示す

ることも教師の大事な役割となります。AIによる

支援が得られる領域では、学生がAIを活用する支

援役に徹し、それ以外のところで、学生と向き合

うことがこれからの外国語教育においては重要と

なっていくのではないでしょうか。

５．おわりに

今後の外国語教育においては、言語生成AIをい

かに活用し、学生自身の学びに繋げていくかが重

要になっていきます。AIを学生自身が自律的に学

ぶための拠り所とできるように、効果的な活用方

法を身につけさせることが大切で、AI時代に外国

語の運用能力を高めていく近道となります。学生

の自己実現と持続的な成長を可能にする教育とし

て、「AIで学び、AIと学び、AIに学ぶ」という自

律的学習者の育成こそが今後の外国語教育の目指

すべき姿であると考えます。
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図１　ZPDに基づくAIによる学習支援
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１．はじめに
生成AIを巡る近時の発展を受けて、わが国でも、教

育機関、企業、公的機関における生成AIの利用が進ん

でいます。とりわけ教育機関における利用促進には、

2023年７月13日付の文科省指針「大学・高専におけ

る生成AIの教学面の取扱いについて（周知）」が大きく

影響していると思われます。

文科省のスタンスを簡潔に表現すると、「大学・高専

の教育における生成AIの利用は推進が原則であり、問

題点とバランスをとるために現在の利用実態に応じて

指針を示す等の対応が必要である、そしてその対応は

適宜見直しが必要である」と、まとめられます。要す

るに、走りながら考えましょうという基本方針です。

本稿では、今後、教育目的で生成AIを利用していく上

での法的問題点とその対応について、記述します。

２．学習利用に際しての問題と注意点
（１）個人情報との関係

生成AIの利用に際しては、まず、個人情報保護法上

の問題があります。個人情報保護委員会は、大学を含

む諸機関に対して、個人情報取り扱いに関する注意点

を取りまとめるとともに、ChatGPTの運営会社に対し

て、利用者等の要配慮個人情報（病歴や遺伝情報、犯

罪歴などのいわゆるセンシティブ情報）を本人の同意

を得ずに取得しないよう行政指導を行っています。

ただし、ChatGPTではオプトアウト（プロンプトに

含まれる情報は学習しない）設定が可能であり、

ChatGPT Enterpriseでは、プロンプトや企業データは

学習利用されないなど、情報漏洩の防止が図られてい

ます。このように、現時点では教育利用にも個人情報

保護を意識する必要はありますが、今後、この点はサ

ービス提供者の側でシステム対応される方向に進むと

思われます。

（２）著作権との関係

次に著作権との関係ですが、教育機関における複製

や公衆送信は、著作権法35条により例外扱いされ、著

作権者の許諾が不要です。これにより、大学における

著作物の教育利用については、ビジネス利用に比べて

著作権侵害が生じる事例は少ないと思われます。

しかし、同条の例外扱いは無制限ではありません。

そもそも基本的な著作権保護のしくみを理解しなけ

れば、どこまでが同条に基づき許される教育利用なの

かわかりません。注意すべきは、現在の大学において

は、学生と教職員全体を対象とする一般的な著作権教

育が存在しないことです。

また、大学の著作権教育は、教育利用の問題にとど

まってはだめです。学生は数年後には社会に出て、ビ

ジネスとして生成AIを開発したり利用したりするわけ

ですから、これらに対する規制の概要も認識している

必要があります。例えば、EUと取引のある企業では、

欧州議会のAI利用包括規制法の概要を認識している必

要があるでしょう。

これらの点を踏まえたうえ、問題が生じる事案を具

体的に考えてみましょう。まず考えられるのは、学生

が学修に際して生成AIを利用して文章を作成し、これ

をSNSやホームページ上で公表したり、自己の著作物

として利用したりする場合です。このような利用は著

作権法35条で認められる教育利用ではありませんの

で、既存の著作物との類似性、依拠性が認められる限

りで、著作権侵害となります。

次に、学生が自分で書いた論文を自分の著作物とし

て公表したところ、その一部に生成AIが出力した文章

が使われており、その部分には類似性、依拠性が認め

られる場合です。この場合、他人の著作物を一部使っ

ているのですから、引用形式で元の著作者と出典を示

す必要があります。しかし多くの生成AIは引用を明示

しません。その限りで、部分的利用でも著作権侵害の

危険性はありますので注意が必要です。このような危

険を回避するため、近時は、生成AIが出力した文章の

元データを追跡して表示するシステムも開発されてい

ます。

より問題が生じやすいのは、画像生成AIが出力した

画像や絵画です。スマートフォンで簡単に使える画像

生成AIの場合、教員や学生が出力した画像をうっかり

と教育目的以外で利用することは充分に考えられます。

３．おわりに
ビジネス利用においては、情報漏洩や著作権侵害へ

の対応が既に始まっています。先述のように、ChatGPT

Enterpriseはシステムとして情報漏洩に対応していま

す。画像生成AIの学習に際して、あらかじめ著作権処

理をした画像だけを読み込ませることで著作権侵害が

生じないようにする試みが行われています。ハルシネ

ーション（生成AIが間違った情報を作成する現象）対

策も開発されつつあります。

今後、各大学は生成AIの教育利用指針を作成してい

くことになると思われますが、上述の問題点がシステ

ムレベルで解決されるまでは著作権侵害や個人情報保

護に向けた慎重な対応が必要であり、そのための著作

権教育体制の整備が必要であると思われます。
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１．はじめに

ChatGPTが教育の世界を席巻しています。筆者

ら本学の研究グループは比較的早い段階で、生成

AIによる大学英語教育の可能性に着目し、新しい

形の授業実践に取り組んできました。もちろん

ChatGPTの英語教育への導入については賛否両論

あることはよく分かっています。またある程度評

価が定まらないうちは、大きな動きには出にくい

教育特有の保守的な事情もあると思います。こう

した中、どういった事情で筆者らはChatGPTの積

極導入に踏み切ったのか、まずはこの辺りの事情

から説明させてもらおうと思います。

（１）AIとの共存は不可避という共通認識

ChatGPTの教育への導入をめぐっては、一つの

象徴的な事例があると思っています。それは米ニ

ューヨーク市教育局のChatGPT使用に関する顛末

です[1]。ChatGPTが世の中に出てきたのは2022年

の末ですが、2023年の１月には、早々とChatGPT

の原則使用禁止の方針を打ち出しました。その理

由は「批判的思考力や問題解決能力を育てること

はできない」というものであり、もちろん一定理

解できる考え方だと思います。ところが同教育局

は一転して、2023年の５月に禁止措置を撤回し、

適切に活用する方針へと転換してしまったので

す。実質180度の方針転換であり、改めるべきは

直ちに改めるプラグマティズムの国だなと羨まし

くも思いましたが、その最大の理由こそ「学生が

生成AIを理解することが将来重要になるという現

実を見逃していた」という教育局長が指摘した点

でした。

時を前後して、文部科学省も各大学・高専に向

けて、ChatGPTなどの生成AIの取り扱いにおける

ガイドラインを示しました[2]。くしくもそこで使

われていた文言も「生成AIは、今後さらに発展し
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社会で当たり前に使われるようになることが想定

されるという視座に立ち」といった表現でした。

つまりこれらに横たわる認識とは、生成AIの功罪

のどちらかに軍配を上げるというよりも、今後こ

うしたAIとの共存は避けられないことを全面的に

受け入れ、教育機関として、次世代の若者に対し

それらをうまく使いこなせるよう適切に教育する

ことは善であり、不可避であるという理解です。

筆者らは、俗に言う「AI活用推進派」なのかもし

れませんが、実はこうした社会の潮流にかなり助

けられたと思っています。同じことが３年前だっ

たらどうだったかと問われれば、極めて難しかっ

たかもしれません。

（２）教育に生成AIを取り入れることのハードル

とは言え、ビジネス一般にChatGPTを取り入れ

ることと、教育の中でAIを活用することは質が異

なり、後者はより慎重にならなければいけません。

というのも、教育機関である限り、単なるChatGPT

のハウツーに終始するようなものではダメで、あ

くまで追求されるべき理想は、ChatGPTを導入し

なかった場合に比べ、学習者に対するより高い学

習効果が得られたり、到達や習熟の度合いが高ま

ったりすることです。つまり英語教育で言うなら

ば、ChatGPTを取り入れた授業の方が、学生の英

語力が向上するべきであり、間違っても単に楽を

したり、ズルをしたりするためだけに使われるこ

とは決してあってはならないということです。

２．自力とChatGPTの使い分け授業の

実践

こうした中で筆者らが行ったのは、英作文の自

力と機械翻訳、ChatGPTの使い分けを行う授業で

した。これは、筆者らが本学の生命科学部・薬学

における英語カリキュラム「プロジェクト発信型

山中　　司

ChatGPTと自力英語を適切に使い分け、
これまでにない発信活動を

立命館大学
生命科学部教授
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英語プログラム」にて試行的に導入したもので、

2023年度春学期に筆者が受け持つクラスを中心

に実施しました。

筆者が英語にしにくい日本語の文を複数用意

し、クラスの学生に分担し、まずは自力で英訳に

取り組んでもらいました。その後、筆者らの研究

グループで開発したTRANSABLEというウェブソ

フトウェアを使い、同じ日本文をDeepLを使って

英訳したもの、さらにChatGPTを使った英訳して

もらいました。授業ではそれらをクラスメート同

士でクイズ形式にして当て合い、最後に一人ひと

りが気づいたことや感想を皆の前で発表してもら

いました。なお本件については既にいくつか報道

がされていますので、実際に出てきた英文などの

例示はそちらに譲りたいと思います[3][4][5]。本稿で

は実践から得られた含意を主にまとめます。

DeepLもChatGPTも、大規模言語モデルに基づ

く最新のAIテクノロジーです。それらが参照する

データベースは膨大な母語話者によるテキストデ

ータであり、第二言語学習者では逆立しても敵わ

ないレベルの出力をしてくれます。もはやこれら

AIは、かつてのような誤訳頻出の、不自然でぎこ

ちない出力結果ではなく、good modelとして、そ

こから学べるだけの高いレベルの訳出を返してく

れます。学生たちはその高い性能を十分理解した

ようであり、自分では想像もつかないレベルの言

い回しに学びを感じていたようです。

しかしポイントはそこではありません。学生た

ちは、こうした高い精度を持つAIテクノロジーに

驚きながらも、だからといって直ちに自力による

英語の産出で白旗をあげたわけではなかったので

す。

ChatGPTは確かに高度な出力を返してくれま

す。しかもプロンプトを対話を通して変えていく

ことでメタ情報の操作が可能であり、もっと難し

く、もっと長く、もっと学術的に…などと出力結

果をチューニングすることも朝飯前です。これら

はあたかも薔薇色の未来を約束し、私たち人間に

よる表現はもはや必要ないように思えてしまいま

す。しかしそうではないのです。

具体的に述べましょう。ChatGPTの英語出力は

概して小難しく、あまりにも普通の大学生が考え

出すような英語のレベルを逸しています。いずれ

こうしたモデルから学び、自分の英語として使っ

ていくことを考えても、そのまま使うにはあまり

にもレベルが高過ぎ、適切なダウングレードは不

可欠です。なおChatGPTの出力のレベルを下げる

ことは決してネガティブな意味ではありません。

自分事化した英語を使っていく上ではとても重要

であり、適切にAIと自力を使い分ける能力の伸長

こそが有意義なのです。その意味では自力による

英語も意外にも負けていませんでした。分かりや

すくて馴染みがあるという点では十分過ぎるメリ

ットがありますし、AIによるgood modelをうまく

取り込むことで、ヴィゴツキーのZPD（Zone of

Proximal Development: 最近接発達領域）に基づ

く、適切にスキャフォールドされた効果的な学び

を、24時間365日実現できる可能性も見えてきま

した。

３．おわりに

ここに述べたことは、今後教育的な効果が実証

されなければなりません。その意味で、本稿はあ

くまで提示的なものに止まります。今後も、新し

い教育の可能性を野心的に追求したいと考える所

存です。
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生成系AI使用ガイドライン
【趣旨】
本ガイドラインは、普及が急速に進んでいる生成系AIを大学において使用する際に、

大学の教員、職員、学生が留意すべき事項を記したものです（注１）。

【生成系AIとは何か】
生成系AIは、大規模なデータ資源、機械学習技術、高速AIコンピュータアーキテク

チャを組み合わせて、情報の収集と表現方法を機械化し、情報の収集と表現に関わる

広範な作業を支援できるようにするための、ユーザインタフェース技術、ないしユー

ザインタフェースシステムです（注２）。

【生成系AIを用いて支援できる活動】
大学における教育、研究、業務等の広範な諸活動について、情報を収集し表現する

活動を、技術的・倫理的・法的・社会的に限定された範囲で支援することができます。

【将来にわたる大学の諸活動の変化】
１．従来の情報収集や表現の方法を変えていきます。

２．特に教育については、将来にわたり、従来のスタイルの学びや教育の方法を質的

に変えていきます。

３．研究や業務等についても、支援の方法を変えていきます。

【生成系AIの課題と問題点】
１．技術的にはまだ開発途上にあり、ビジネスモデルも確立していません。今後とも、

生成系AIに関連した多くの新しい技術が出現し、使用の方法や使用される場、使用

コスト等も多岐にわたっていく可能性があります。

２．生成系AIの提供する情報に、誤った情報や偽の情報が含まれていたり、著作権法、

個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）、特定秘密の保護に関する法律（秘

密保護法）や不正競争防止法、その他の法令に違反していたり、犯罪に加担し得る

情報が含まれていたり、システムの情報セキュリティが確保されているかどうか不

透明だったり、使用者の知らない間にその使用者が違反、事故、倫理的問題等に巻

き込まれる可能性があります。

特　集

生成系AIへの対応

本協会「生成系AI使用ガイドライン」の紹介

公益社団法人私立大学情報教育協会

令和５年５月31日に本協会の定時総会において、本協会の情報教育研究委員会（担当理事：安西祐一郎）に
おいて作成した「生成系AI使用ガイドライン」と、学生の視点でどのように向き合うかの「参考資料」を公表
しました。その上で、本協会ホームページから「生成系AI使用ガイドライン」を発信しましたので、ここに改
めて紹介します。
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３．他人の個人情報をその人の承諾を得ずに入力することや、機密情報を入力するこ

とは、生成系AIに限ることではありませんが、個人情報保護法や機密情報漏洩に関

する法令に違反します。

４．使用者が自分の個人情報を入力することは、自分の情報を世界中の不特定多数の

使用者に知られてしまうことになり、きわめて危険です（注３）。

５．ビジネスモデルとして、誰もが使える道具としての生成系AIから逸脱するモデル

が広がる可能性があります。例えば、富裕層だけが使えるような高価格の生成系AI

が増えるなど、教育における経済格差を助長する可能性があります。

【学生、教員、職員、法人組織の使用者責任と使用上の注意点】
１．生成系AIの倫理的、法的、社会的、その他の使用責任は、基本的に使用者に帰属

します。使用者は、学生、教員、職員、大学関係者、あるいは法人としての大学組

織を問わず、上に述べた生成系AIの課題と問題点を熟知して、自己責任において使

用しなければなりません。

２．教育を目的とした教員から学生への指示、大学組織における業務上の指示等によ

る使用の場合は、指示の範囲内で指示者が使用者責任を負います。

３．学生が学びのために使用する際には、誰もが使い得る道具であることから、得ら

れた情報にはオリジナリティがないことを承知で使用する必要があります。

４．ただし、今後生成系AIのビジネスモデルが高価格システムに推移する場合、すべ

ての所属学生が一定水準以上の生成系AIを使用できるように、大学側が支援する必

要があります。

５．教員が研究のために使用する際にも、研究者の誰もが使い得る道具であることか

ら、得られた情報にはオリジナリティがないことを承知で使用する必要があります。

６．教職員や法人組織の業務への導入については、法令上、倫理上、また社会通念上

の違反や非常識のない、標準的な使用手続き及び使用責任者を決め、組織内で共有

して使用する必要があります。

【生成系AIの使用を禁止すべきか推奨すべきか】
１．上に述べた使用者責任と使用上の注意を明確に認識して対応することは当然です

が、そのうえで、これからの時代を決定づけるデジタル革命（注４）のもとで、生成系

AIを使用して知的作業の在り方を変えていくのは時代の流れであり、その流れに抗

して使用を全面的に禁じることは、むしろ弊害になると考えられます（注５）（注６）。

２．ただし、学生の経済事情によって使用できる生成系AIのレベルが過剰な不公平に

ならないように、大学側が支援しなければなりません。

３．なお、各大学は、大学自治の基本に立ち、自主的判断による各大学のガイドライ

ン等を本ガイドラインよりも優先すべきです。このことをあらためて申し添えます
（注１参照）。

（注１）本ガイドラインは、日本の大学が留意すべきと考えられる一般的な事項を、当協会として

記したものであり、各大学等が公表している独自のガイドライン等を束縛するものではあり

ません。大学自治の基本に則り、生成系AIへの見解や使用ガイドライン等は、各大学の主体

的判断が優先されるべきものです。
（注２）本ガイドラインでいう生成系AIとしては、現時点では、使用者が読み易い文章の生成
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（ChatGPT, GPT-4, Socratic, Chatsonicなど）や、キーワードからの画像やイラストの生成

（Bing Image Creator, Stable Diffusion, Midjourney, DALL-E2など）、動画の生成（GEN-Iなど）、

音声生成（VALL-Eなど）、音声からの文字起こし（Whisperなど）、その他の情報を生成し表

現する情報処理技術、あるいは情報処理システムがあります。対話型の生成系AIも含まれま

す。文章生成系AIはコンピュータプログラミングの支援にも活用できます。すでに数多くの

生成系AIが開発され、世界中で使われています。
（注３）オプトアウト（Opt-out; 本ガイドラインの文脈では、自分が入力する情報をシステム側が

利用するのを認めないこと）と呼ばれる、使用者の入力情報をシステム側がデータとして利

用しないように使用者自身が指定できる仕組みがありますが、この仕組みが正常に作動して

いるかどうかを判定する方法は、基本的には生成系AIの運営者を信頼することだけしかなく、

個人情報が使われていないことを第三者が保証する方法は現在のところありません。
（注４）インターネット、コンピュータアーキテクチャ、スマートフォン、半導体デバイス、その他のデ

ジタル技術によって、日常生活から安全保障まで、民主主義、資本主義の在り方まで、世界

の在り方が大きく変わることを指しています。おおまかに言えば、産業革命当時の物理学と

蒸気機関がデジタル革命における情報科学と情報技術に対応すると考えることができます。
（注５）主な理由は以下の通りです。生成系AIは、18世紀産業革命に匹敵する社会転換をもたらし

ているデジタル革命（注５）の一端をなす、情報の収集と表現を効率化するユーザインタフェー

ス技術ないしシステムと位置づけることができます。

産業革命当時、技術革新によって、社会に大きな混乱が生じるような職業や雇用の転換が

起こりましたが、新しい技術を身につけていった人々が新しい時代を牽引することになり、

技術革新に抵抗した人々は取り残されていきました。これと似たことの最初期段階が現在だ

と考えられます。

倫理的な課題や社会的混乱を最小限に抑えるべきこと、特に人命を疎かにする技術の研究

開発を制御すべきことは当然ですが、その一方で、新しい技術を使いこなしていく人間の知

的活動を止めることはできません。むしろ、使いこなすことを支援する教育や研究の在り方

を開発するほうが重要です。なお、このことは生成系AIだけのことではなく、デジタル革命

下で今後もたくさん生まれると見込まれる多くの新しい技術に言えることです。

例えば、現在の生成系AIは、世界にすでに出回っている情報を扱います。そこで、世界に

まだ出回っていない、使用しているその場での使用者の体験情報や文脈情報のような個人情

報の入力、例えばSNSに個人がアップしている動画情報（YouTubeなど）を生成系AIと連結

して使えば、広く世界から情報を収集して自分のオリジナルな動画情報の支援に使うことが

できます。右の意味での使用者として自律移動ロボットを想定することも、生成系AIの反応

スピードを速めることができれば可能になります。

このように、生成系AIは、近い将来にはデジタル環境における部品の一つとして使われる

ようになり、生成系AIを部品とする多くの新技術や新しいシステムが生まれてくることは明

らかです。

こう考えると、倫理的、社会的問題点の克服、及び歪んだビジネスモデルの抑制は当然行

うべきこととして、生成系AIの使用自体を禁じることはほとんど意味のないことと考えられ

ます。
（注６）試験問題等に対する生成系AIの正答率が高いと言われますが、そうだとすれば、これは試

験問題が生成系AIにとって回答しやすい問題になっているからであり、試験を作成する側が

受験者に期待する能力と生成系AIの能力が重なっていたということの証左です。今後は、生

成系AIを道具として使う人々に対する新しい試験問題を検討することが、社会的課題の一つ

になると考えられます。

以上
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参考資料
本協会が提示しました｢生成系AI使用ガイドライン｣を踏まえて、生成系AIにどのように向き合えば

よいのか、学生の視点で考え判断し、行動していく可能性や課題を大学が発信される際の参考とし

て整理しました。

①　生成系AIは従来の検索サービスとどう違うのか。
これまでの検索サービスでは、検索したい内容を入力すると関連するWebサイトなどが示さ

れ、その中から情報を探し出して使用する必要がありました。一方、生成系AIでは、質問・指示

を対話のように入力すると自然な言葉で文章や質問への回答、アイデアの提案、画像・音声や

プログラムコードを作り出すことができるようになっています。しかし、間違った情報や不正

確な回答をすることもあり、正しいのかどうか学生自らが常に確かめることが必要になります。

②　生成系AIを利活用すると社会にどのような効果が考えられるのか、問題点は何か。社会人基
礎力の一つとして、生成系AIを使いこなす必要があるのか。
企業では、生成系AIを業務に導入する動きが拡大しています。例えば、簡単な操作とスピー

ドにより、新素材の新たな用途の探索、プログラミングコードの作成支援、統計データの分析

支援、業務改善の提案、議事録・要約など、業務処理の効率化から新たな分野を創り出すなど

の場面でツールとして活用されています。問題点としては、生成情報の信頼性確保、著作権（注）・

意匠権・商標権の侵害、プライバシー侵害、悪意の情報操作などが指摘されています。

一方、誤情報や偽情報の問題は、オープンに対話を繰り返す中で情報が蓄積され減少してい

くものと思われます。また、企業の責任範囲のルール化と多国間での情報保護に対する規制の

取り扱いなどの調整も今後急速に進められ「信頼できるAI」に向けた取組みが期待されています。

デジタル革命という潮流の中で生成系AIの存在は、社会に大きな変化をもたらすことが予想

されています。そのような中で、学生は、AI社会の中で主体的に活動していけるよう、生成系

AIをツールとして利活用し、思考などの深堀を実践する学びが必要になると考えます。企業・

政府など行政組織などでも前向きな活用が始められようとしていますので、キャリアアップを

図る上で生成系AIの使用は就職活動対策の重要なポイントになっていくと考えられます。

③　学生の学びにどのような効果が考えられるのか、どのように使ったらいいのか。
生成系AIは、自分の考えを深め、より高度な思考・判断・表現を育むツールとしての利活用

が推奨されます。まずは、授業や生活の中で使ってみて､「どのようなことができるのか」を自

分で体験されることを希望します。

その上で、生成系AIから得られた知識などを組み合わせて、新しい考えなどを創造するプロ

セスを通じて、思考力・判断力・表現力などを鍛えていくことが期待されます。

例えば、授業における課題への対応では、自分で考え問題発見・課題設定・課題解決を行っ

た結果について、その適切さを振り返る支援ツールとして生成系AIを使用することが考えられ

ます。その際、自主的に生成系AIの使用を明記することを希望します。なお、生成された内容

については、不正確・不適切な情報などが含まれている恐れがありますので、自ら点検して慎

重に使うことが必要となります。

また、生成系AIを使いこなすテクニックとして、対話の仕方を訓練することも大事になって

くると思います。

（注）AIは他者が作成した文章、写真、絵画等を利用していますが、AIの生成物には他者の著作物を利用したことを

示す表示がありません。AIで作成されたものに手を加えて自分の著作物として公表する場合は、他者の著作権を

侵害していないか注意する必要があります。例えば、AIが生成した文章とまったく同一の文章でなくても､実質的

に同一と評価される程度に類似していれば､著作権侵害に該当する可能性があります。とりわけ画像は、類似する

画像を生成系AIが作成する場合が少なくないことがすでに指摘されており､一見して原作が分かるような類似画像

を公表することは、著作者の同一性保持権の侵害になると判断される場合も少なくないことに注意して下さい。
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度は、学生の数理・データサイエンス・AIへの

関心を高め、それを適切に理解し活用する基礎的な能力（リテラシーレベル）や、課題を解決するた

めの実践的な能力（応用基礎レベル）を育成するため、数理・データサイエンス・AIに関する知識及

び技術について体系的な教育を行う大学等の正規の課程（教育プログラム）を文部科学大臣が認定及

び選定して奨励するものです。これにより数理・データサイエンス・AIに関する基礎的な能力及び実

践的な能力の向上を図る機会の拡大に資することを目的としています。

本協会では、認定された教育プログラム（リテラシーレベル）の中から、先導的で独自の工夫・特

色を有する教育プログラム（プラス）について、これまで大学からご協力いただきました教育実践な

どの取組みを令和４年度まで紹介しております。また、令和４年度から数理・データサイエンス・AI

を活用して課題を解決するための実践的な能力を育成する教育プログラム（応用基礎レベル）の認定

が行われ、高等専門学校含めて「大学等単位」で27校、「学部・学科単位」では41校が認定されまし

た。その中で、「認定教育プログラム（応用基礎レベル）プラス」の取組み（「大学等単位」６校、

「学部・学科単位」３校）について、本号（９月号）と次号（12月号）に（「その１」、「その２」）と

して順次紹介させていただきます。なお、令和５年度に認定された（リテラシーレベル／プラス）、

（応用基礎レベル／プラス）も次々号（３月号）以降に順次紹介させていただくことにしております。

以下に「認定教育プログラム（応用基礎レベル）」、「認定教育プログラム（応用基礎レベル）プラ

ス」の要件を掲載します。

｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（応用基礎レベル）プラス」選定校における

教育実践取組みの紹介（その１）

● 認定手続き等

・　審査は外部有識者（内閣府・文部科学省・経済産業省が協力して選定）によ

り構成される審査委員会において実施

・　審査の結果を踏まえ、文部科学大臣が認定・選定

・　取組の横展開を促進するため、３府省が連携して認定・選定された教育プロ

グラムを積極的に広報・普及

●　スケジュール

３月：公募開始 ５月：申請受付締切 ７〜８月：認定･選定結果の公表

プラス選定要件：大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されて
いること
認定教育プログラム プラス（（MDASH- Advanced Literacy+)
の認定手続き等

（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度 概要」より転載）

• 大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程

•  学生に広く実施される教育プログラム（全学開講、学部･学科単位による申請可）

•  具体的な計画の策定、公表

•  学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得（モデルカリキ

ュラム参照）

•  学生に対し履修を促す取組の実施

• 自己点検・評価（履修率、学修成果、進路等）の実施、公表

• 当該教育プログラムを実施した実績のあること

認定教育プログラム（MDASH*-Advanced Literacy）の認定要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度 概要」より転載）
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院生と、参画企業の社員がほぼ半数ずつくらい受

講しています。

DEFPの前半では基礎科目をｅラーニングで受

講してもらい、後半では対面講義で、pythonによ

る不動産や金融関係のデータ分析に取り組んでも

らいます。さらに、日本人のKaggle Masterや

Grand Masterに、Kaggle（カグル）におけるデー

タ分析の実際について講義してもらい、教科書か

らは学べないデータ分析のノウハウを習得しても

らいます。

さらにグループワークとして、参画企業の実デ

ータを素材としたデータ分析演習を行います。参

画企業の協力により、受講生４〜５名に対して、

企業で活躍するデータサイエンティスト１名が加

わりグループワークを行います。学生が、企業の

現場を知るのには大変良い演習となっています。

また、DEFPの学修目標のひとつに、「デザイン思

考」を習得することがあり、スタンフォード大学周

辺で構築されたアイデア出しの方法論も学んでも

らいます。DEFPは他のデータサイエンス教育プ

ログラムと比較して、ワークショップなどのPBL

が多いため、受講生からの評判も良いようです。

本学では、DEFPのノウハウを活かし、独自に

エキスパートレベルの教育プログラムを立ち上げ

ました。すでに新聞報道もされましたが、この４

月から、「エキスパートレベル」（大学院レベル）

となる６年一貫教育の「デザイン思考・データサ

イエンスプログラム」（略称：Dx2
デンツー

プログラム）

を開設しました。[2][3]

デンツー・プログラムでは、現在、大学院修士

１年生５名と学域（学部）１年生（プログラム分

けは２年次後半から）が学んでいます。デンツ

ー・プログラムの開設は、大学の学部新設ではな

く内部の組織改編なので、あまり目立ちませんが、

本プログラムについては産業界などからも大きな

関心が寄せられております。

１．はじめに
数年前から、文部科学省「数理・データサイエ

ンス・AI」プログラム認定制度が開始されました。

各大学は複数の講義からなるカリキュラムを提出

し、文科省のモデルカリキュラムで設定されてい

る内容を満たしていれば、認定を受けることがで

きます。

現在は、基礎的な「リテラシーレベル」と、応

用寄りの「応用基礎レベル」の２つのレベルがあ

ります。電気通信大学（以下、本学）は、昨年、

「応用基礎レベルプラス」の認定を受けました。

この「プラス」の認定を受けるのは、「先導的で

独自の工夫・特色を有する」教育プログラムであ

るとのことです。

このようにデータサイエンス教育が振興される

背景には、データサイエンティスト育成において

米国に後れを取った状況があります。本来であれ

ば米国に早く追いつくためにも、最高レベル（エ

キスパートレベル）の人材養成が急務なのですが、

今はデータサイエンス教育を担当する教員が足り

ないという問題があり、教員養成を優先させる状

況になっているようです。

一方、本学ではいち早く、全学でのデータサイ

エンス教育を実施してきました。2015年度にデ

ータサイエンティストの養成講座（データアント

レプレナーフェロープログラム：略称DEFP）を

開始し、大学院生と社会人を対象とした高度人材

の養成を行ってきました。

DEFPはデータ関連人材育成事業として、文部

科学省の助成を受けて実施されています。この事

業には、本学のほか４大学（早稲田大学、大阪大

学、東京医科歯科大学、北海道大学）が採択され

ています。本学はデータサイエンス関連の教員が

多いという特色を活かした、データサイエンティ

スト養成プログラムを実施してきました。DEFP

の１学年は40名で、毎年、本学や他大学の大学

西野　哲朗電気通信大学大学院　
情報理工学研究科教授・データ教育センター長

電気通信大学における実践型UEC
データサイエンティスト養成プログラム[1]

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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した学生には、「応用基礎レベルプラス」のオー

プンバッジが発行されます。現状では、学域での

必修科目に加えて、選択科目（「データサイエン

ス演習」）を１科目だけを単位取得すれば、「応用

基礎レベルプラス」の資格認定が得られます。学

域生１学年の定員750名のうち、毎年500名程度

の資格取得者を輩出することを目標としていま

す。このオープンバッジは、就職活動の際に資格

証明として活用しやすいものです。

情報理工学域の全１学年生（約750名）がこの

プログラムを履修する場合には、特別な手続きは

不要で、通常どおりの履修登録をすることで受講

できます。修了要件とプログラムの授業科目の詳

細は、表１の通りです。

本プログラムの具体的な修了要件は、以下の①

および②の２つの修了要件を満たすことです。

①　学域Ⅰ類では、科目a,c,e,g,h,lを必修科目とし

て単位取得、Ⅱ類では、科目a,c,f,g,i,lを必修科

目として単位取得、Ⅲ類では、科目a,c,f,g,j,lを

必修科目として単位取得、先端工学基礎課程で

は、科目b,d,f,g,k,lを必修科目として単位取得す

ること。

②「データサイエンス演習」を単位取得すること。

２．本学のデータサイエンス教育
本学は情報理工系の国立大学です。一昨年、ス

ーパーコンピュータの性能を超える量子コンピュ

ータとAI（人工知能）を融合する「量子×AI」教

育を全学の重点テーマとすることが新聞報道さ

れ、そのネット記事が月間閲覧数第１位になるな

ど大きな反響が寄せられました。

本学が学域の全学生に対して実施している「実

践型UECデータサイエンティスト養成プログラ

ム」は、「AIを創る人材」と「AIを使いこなす人

材」を育成する教育を実践しています。本プログ

ラムは、座学だけからでは得られない、実社会で

活用できるスキルを身に付けることを特色として

る「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」

です。

このプログラムでは、高度コミュニケーション

社会において、日常生活や仕事の場で、データを

使いこなすことができる素養の修得を目標として

います。さらに、修得した数理・データサイエン

ス・AIに関する知識や技能をもとに、データを取

り扱う際には、人間中心の適切な判断を行うこと

ができ、自らの意志でAIを利活用できるようにな

ることを学修目標としています。

具体的には、図書館など学内施設で収集したデ

ータや、データ関連人材育成プログラム参加企業

から提供されたビッグデータを活用したデータサ

イエンス教育を実践しています。また、サイバー

セキュリティ推進校として、データ分析と関係し

た情報セキュリティ教育の学内外での普及にも取

り組んでいます。

本プログラムは、文部科学省の「数理・データ

サイエンス・AI教育プログラム認定制度」の「応

用基礎レベル」に認定されました。また、認定さ

れた教育プログラムの中から、先導的で独自の工

夫・特色を有するものが、「応用基礎レベルプラ

ス」として９件選定されましたが、本プログラム

も「応用基礎レベルプラス」に認定されました。

その選定理由は、本プログラムでは「国際的なコ

ンペティションサイトKaggleを最大限に活用し、

学生のスキルレベルを考慮しつつ産業界における

具体的な課題を授業に取り入れる取組み」を行っ

ていることが高く評価されたことです。

応用基礎レベルは「実務や研究でデータサイエ

ンスを活用できるレベル」ですが、その中で「応

用基礎レベルプラス」の認定を受けた国立大学は

全国で４大学（北海道大、東北大、九州大、本学）

のみです。本プログラムで指定された科目を履修

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

表１　本学・実践型UECデータサイエンティスト養成プログ

ラムの授業科目
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データを保持していない」という問題があります。

本学ではビッグデータ活用の実験的体験を行うべ

く、AI図書館Agora（写真１参照）などの学内施

設でAIによるデータ収集を行っています。さらに

データ関連人材育成プログラム参加企業からの提

供データを活用したデータサイエンス教育を実践

しています。

以上のようなデータサイエンス教育の実施組織

として、「データ教育センター」[4]を昨年10月に設

置し、図１に示すようなデータサイエンス教育を

実施しています。

４．授業科目の紹介
（１）「総合コミュニケーション科学」

「総合コミュニケーション科学」は、学域２年

生の全員（約750名）が、数理・AI・データサイ

エンスの基礎を学ぶための講義です。学部２年生

全員が前期に、量子AIの基本概念やプログラミン

グ言語「python」（パイソン）の基礎を学ぶ入門

編の授業です。具体的には、以下の内容で授業が

行われます。

・ 第１回 ガイダンス

・ 第２〜４回 量子力学の基礎（量子コンピ

ュータや量子暗号の基礎）

３．実施体制
本学は、情報理工学域（学部）が情報系Ⅰ類、

融合系Ⅱ類、理工系Ⅲ類の３つの類から構成され

た大学です。本学のデータサイエンス教育は、AI

を創る人材（Ⅰ類）と使う人材（Ⅱ・Ⅲ類）の両

者を育成する教育プログラムであり、座学では終

わらない実社会で活用できるスキルを修得させる

ことを特色としています。現在、文科省からは

「大学でのデータサイエンス教育」の推進が求め

られていますが、実は大学には「リアルなビッグ

写真１　AI図書館Agora

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図１　本学のデータサイエンス教育

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

a rgoA 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

AI

AI

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

AI

AI

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

AI

 

 
 

D-Wave
e-learning

 

 
 

UEC

 

 
 

AI

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

(
AI

 

 
 

legKag( )

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 



29JUCE Journal 2023年度 No.2

で、世界で戦えるメンタリティを養うことができ

ます。

デンツー・プログラムでは実務家教員として、

データサイエンティスト３名を新たに採用しま

す。（１名は、すでに着任しております。）Kaggle

では、金融機関での顧客の与信算定など、企業か

ら依頼されたデータ分析の課題について、提供さ

れたデータをもとにした分析結果が投稿されま

す。その際、精度の高い投稿者には金メダル相当

のKaggle Grand Masterや、銀メダル相当のKaggle

Masterの称号が授与され、さらに、賞金が支払わ

れる場合もあります。Kaggleは世界中のデータサ

イエンティストの登竜門です。本学で採用した実務

家教員の中にもKaggle Master獲得者がおりますの

で、学生は在学中からKaggle Master獲得を目指

して学ぶことができます。また、DEFPで連携する

企業からは、実データを教材としてご提供いただ

ける場合もありますので、実データを用いた分析

の演習が行えることも本学の強みとなっています。

５．新教育プログラムの開設
本年４月に新設されたデンツー・プログラム

（図２参照）では、学域３年生に対しては国内企

業で、大学院修士１年生に対しては海外企業でイ

・ 第５〜12回 データサイエンスの基礎

（pythonによるデータ分析入

門）

・ 第13〜15回 人工知能の基礎（深層学習、

自然言語処理、ゲーム情報学）

この授業の後に、データサイエンスの国際コン

ペティションサイトKaggleへの挑戦を後押しし、

学生時代から具体的な事例に馴染んでもらうこと

を目標としています。これは本学の新しい取組み

として、新聞でも報道されました。

（２）データサイエンス演習

データサイエンスの国際コンペティションサイ

トKaggleは、株価や企業データの分析などについ

て、具体的な課題の分析結果を投稿すると、その

結果が世界で第何位の精度なのかの順位がつきま

す。サイトには、世界チャンピオン相当（Kaggle

Master）のプログラムも公開されているので、学

生が自身の作ったプログラムと比較することが可

能です。その結果、自分の作ったプログラムが

Kaggle Masterのものとそれほど違わないことに

気付くことも多々あるようです。プログラミング

における自身の実力を知る良い機会が得られるの

で、学生のうちからKaggleにチャレンジすること

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図２　デザイン思考・データサイエンスプログラム（略称：Dx2
デンツー

プログラム）
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６．おわりに
他大学でもお使いいただける教育教材の提供も

考えて、学術図書出版から、「量子AI・データサ

イエンス叢書」を順次刊行しています。既刊は、

「実践・マーケティングデータサイエンス」[5]です。

今後は、文科系の方向けの平易なテキストも刊行

していく予定です。

企業ではデータサイエンス人材のニーズが依然

として高いため、リカレント教育としてデータサ

イエンスを学べるプログラムを立ち上げ、2022

年から募集を開始しています。DEFPで培ったノ

ウハウを活かした、学部卒の社会人の方を対象と

する教育プログラムです。

ここ数年の本学のデータサイエンス教育に対す

る、高校の先生方からの反響の大きさに驚きまし

た。埼玉県教育委員会からは高校の先生向けのデ

ータサイエンス講座をご依頼いただき、「データ

サイエンスとは何か？」から学ぶ基礎的なビデオ

講座を制作しました。その後はさらに熊谷高校か

ら反響があり、データサイエンスに興味のある高

校生向けの体験授業を現在企画しているところで

す。

今後も、このような社会との連携を強化しなが

ら、本学のデータサイエンス教育をより一層充実

させていきたいと考えているところです。

関連URL
[1] 電気通信大学・実践型UECデータサイエンティ

スト養成プログラム

https://www.uec.ac.jp/education/undergraduate/adv

anced_literacy/

[2] 電気通信大学「デザイン思考・データサイエン

スプログラム」（デンツー(Dx2)・プログラム）

https://dx2.inf.uec.ac.jp/index.html

[3] デンツー・プログラム新設のニュースリリース

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2023/2

0230901_5601.html

[4] 電気通信大学データ教育センター

https://ds-education.uec.ac.jp/index.html

[5] 学術図書出版「量子AI・データサイエンス叢書」

https://www.gakujutsu.co.jp/product/978-4-

7806-1051-2/

ンターンシップを実施します。いずれの場合も、

インターンシップは、データサイエンス関連企業

で行います。この４月に入学した修士１年生は、

アメリカやインドネシアの企業で、８月上旬から

１ケ月程度、インターンシップを行いました。

データサイエンスの実践的な学びにおいては、

マインドの醸成が不可欠です。そこで、実社会で

活躍する業界人の声を直接聞き、議論の場を通じ

てスキルを身に付けるために、今夏から合宿形式

のブートキャンプも実施しています。実務家教員

と終日議論を重ねることで、学生はデザイン思考

に基づく設計や実装が行えるように、実践的な学

びを進めていきます。

最近、ChatGPTなどの生成AIツールが注目され

ていますが、ChatGPTなどのニューラルネットワ

ークの研究は未だ発展途上です。AIが学習で使用

するインターネット上の情報の著作権許諾の問題

や、AIが生成した誤情報による損害の賠償問題な

ど、未解決の問題が山積する中で社会実装が行わ

れています。これまでもAI兵器の使用などに関し

ては、倫理上の問題に関する議論が行われてきま

したが、未だ明確な答えが得られていない状況で

すので、学生に対しては、技術ばかりでなく倫理

観を養う教育も重要と考えています。その意味か

ら、ブートキャンプでは、座学ではなく、直接対

話から学ぶことの重要性を知ってほしいと考えて

います。

一方、「総合コミュニケーション科学」では、

データサイエンティストの倫理問題として、著作

権についてエピソードを交えて解説しています。

データ教育センターでは、「生成AIの研究・教育

での活用に向けた情報リテラシー教育」をどのよ

うに行うかについて、現在検討中です。「AIを創

り、AIを使い、AIを超える」ことを、本学では、

AI・DS教育の基本としております。ですので、

・ 生成AIの仕組みを知り、

・ 生成AIをツールとして使いこなし、

・ 生成AIの問題を解決したり、新たなツール

を開発できる

ような素地を、全学生に対して教育していきたい

と考えています。そこで、具体的には、学域２

年・前期の必修科目である「総合コミュニケーシ

ョン科学」の中で、AI関連の話題として、上記の

内容を講義したいと考えているところです。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

https://www.uec.ac.jp/education/undergraduate/advanced_literacy/
https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2023/20230901_5601.html
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松嶋　敏泰
野村　　亮
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れも本学の学生であれば学部や研究科を問わず誰

でも受けることのできるサービスという位置づけ

です。このような役割を担っているDSセンター

の目標は、本学に所属する全学生のデータ科学力

向上、さらにこれに伴う自身の専門領域における

研究力強化にあります。以上を視野に入れてDS

センターでは学内向けに下記のような教育プログ

ラムを複合的に展開しています。

・ 正規授業科目

・ 各種セミナー・ワークショップ

・ データサイエンスコンペティション

・ インターンシップ

・ キャリア教育プログラム

・ 大学院生用自学自習コンテンツ

これらは内容は独立していますが、関連を持って

います。例えば、正規授業科目でデータ科学に関

して一定の知識を学んだ後に、データサイエンス

コンペティションや各種インターンシップなどで

より実践的にデータ科学の活用方法について学ん

だり、データ科学の入門的なセミナーから正規授

業科目への誘導を図るなどで、各種コンテンツの

連携により教育プログラムとして効果的に全学的

なデータ科学力向上を目指しています。

１．概要
本学では2018年度より全学向けのデータ科学

教育プログラムを提供しています。20科目を越

える科目からなり、その提供にあたり履修目標を

明確にするためにリテラシー級から上級まで本学

独自に４つの級を用意しています。その中のリテ

ラシー級および初級の科目群が文部科学省の「数

理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制

度（MDASH）」の「リテラシーレベル」および

「応用基礎レベルプラス」の認定を受けました。

本稿では、本学の提供するデータ科学教育プログ

ラムの概要とその特色について述べていきます。

２．本学データ科学教育プログラム
本学は、「高度なデータ分析能力」を持った研

究者と様々な領域における「深い専門知識」を持

った研究者の融合によるデータ駆動型の最先端の

研究を推進するとともに、専門知識にデータ科学

を活用して新しい知見を創出できる実践的な人材

の育成を目的として、2017年12月に「データ科学

センター（以下DSセンター）」を設置しました。

図１はDSセンターの学内向け機能を示してい

ます（学術院とは学部と大学院を合わせた組織で

す）。縦方向は各学術院で学ぶ専門性を示してお

り、それらに対して横串を刺すように全学に向け

たサービスを展開しています。図から分かるよう

にDSセンターは本学全学に対するデータ科学教

育・研究の両面を推進する役割を担っており、主

に低学年次生に対しては教育プログラムを提供

し、高学年あるいは大学院生に対しては卒業論文

や学会発表などの研究レベルでのデータ科学活用

に関する相談を受け付けています。これらはいず

早稲田大学
データ科学センター所長・理工学術院教授

(左から　松嶋、野村)

早稲田大学
データ科学センター教授

早稲田大学における全学データ科学教育プログラム

図１　本学データ科学センターの概要
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学術領域にデータ科学を活用することを目的とし

た科目群です。D群はC群までに培ったデータ科

学の知見を一般化して、自身の専門学術領域以外

にもデータ科学を適切に活用できるようになるこ

とを目的とした科目群になっています。

具体的な科目の構成は図３のとおりです。全て

クォーター科目で提供しています。先に説明しま

したように、初めてデータ科学を学ぶ学生にはま

ずA群科目を推奨しています。データ科学入門α

〜δ（以下DS入門シリーズと略す）は、データ

科学の考え方の基礎を１年間で一通り学ぶ科目群

です。特徴は統計学の基礎（記述統計、推測統計）

や多変量解析、機械学習の内容を分けずに、統一

的な考え方を通してデータ科学を学べるように配

慮している点です。またDS入門シリーズでは、

理論として学んだ内容をプログラミング言語

Pythonの演習を通して実践し、その内容の理解と

実践の両者を身につけることをもう一つの特徴と

しています。もう一方の統計リテラシーα〜δは、

オーソドックスな統計学の基礎的な内容を一通り

以上DSセンターの提供する教育プログラムの

全体像を簡単に述べましたが、その中心となるの

はやはり全学向けの正規授業科目です。特に、本

学は私立総合大学として様々な学術領域を有して

おり、また学部・大学院生を合わせて５万人に迫

る学生がいます。学生は入学方式も異なり、自身

の興味や数学やプログラミング能力なども様々で

す。このようなバックグラウンドのもと、学生に

向けていかに科目を構成し、これを運用するかに

ついては唯一の正解はないと考えますが、最初の

科目設置から数年経ち履修者数も増加傾向にあり、

その成果も徐々に出てきているのではないかと考

えております。「３．」以降でそれら正規授業科目

のカリキュラムやそれに付随するサービスなどに

ついて説明したいと思います。

３．データ科学教育科目
DSセンターは本学グローバルエデュケーショ

ンセンター（以下GEC）と協力してデータ科学授

業コンテンツの開発を行っています。GECはDS

センター発足前より全学向けに基盤教育を展開し

ているセンターで、データ科学関連科目以外にも

「アカデミック・ライティング」「数学」「情報」

「英語」などのプログラムを提供しています。

正規授業科目のカリキュラムは、図２に示すよ

うにA群からD群までの４つの科目群に分かれて

います。データ科学を初めて学ぶ学生は、まずA

群を学ぶことを推奨しています。A群はデータ科

学の基礎的な考え方と実践を学ぶ科目群で、B群

はデータ科学を深く学ぶために必要となる数学や

ICT技術を学ぶ科目群です。ただし、B群科目は

他の群の前提としてはおらず、より深く学びたい

学生を対象としています。C群は自身の学ぶ専門

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図２　データ科学科目群

図３　データ科学教育プログラム科目
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取得がリテラシー級に対応しており、データ科学

実践を含む後半まで単位を取得すると初級の認定

を取得できます。ここで、「データ科学入門１・

２（統計学既修者用）」とは、統計学を学んだこ

とのある学生を対象として、DS入門シリーズの

考え方を短くまとめて学ぶことができる科目で

す。このように、通常の統計学から学んでも初級

までの認定を取得した学生はデータ科学の統一的

な考え方を身につけることができていることを保

証する制度としています。また中級と上級はそれ

ぞれC群とD群に対応するように設計されており、

データ科学を学ぶ自身の目的に照らし合わせて到

学ぶ科目群です。さらに、データ科学実践は、デ

ータ科学の基礎を一通り身につけた学生を対象に

して、データ分析を行うプロセスを実際に手を動

かして実践しながら学ぶ科目です。

C群の各科目の内容は科目名に表現されている

通りで、対象となるデータの構造及び分析の目的

に着目した観点で分かれています。これらのそれ

ぞれの科目においても、統計学並びに機械学習を

明確に分離することはせず、データ科学の統一的

な視点から学ぶことができます。またA群科目と

同様Pythonなどでの演習を同時に学ぶ内容となっ

ています。D群科目は、C群科目を３科目以上学

んでいることを前提として、それらを汎化してデ

ータ科学を俯瞰するための「データ科学のための

モデリング」と、自身の専門でないデータに対し

て実際に分析を一から行い、分析目的を達成する

方法を実践的に学ぶ「データ科学総合演習」があ

ります。

現在さらにそれらを修めたあるいはそれに相当

する知識のある修士学生向けにデータ科学研究力

養成プログラムを2023年度後期より展開予定で

すが、こちらの内容については紙面の都合上割愛

いたします。DSセンターのホームページ[1]などを

ご参照いただければと思います。

またここでの科目の一部は英語科目としても提

供しており、英語化されていない科目も今後英語

化予定となっています。

４．本学データ科学認定制度
「３．」で述べましたとおり科目は全てクォー

ター科目ですが全部で20におよぶ科目を新規科

目として準備してきました（いくつかは今後設置

予定）。それらの科目群の中でどのように勉強を

進めていけば良いか分からない学生に対して明確

な目標を提示するために、独自のデータ科学認定

制度（以下認定制度と略す）を設置しています。

この認定制度では履修者のデータ科学に関する能

力を保証する４つの級を設置し、級毎に到達目標

を明示することで、各学生の興味関心に合わせた

データ科学の学習機会を提供しています。各級の

定める要件を満たした学生に対しては証明書が発

行されます。認定制度における４つの級とそれぞ

れの到達目標並びに取得条件は図４の通りです。

図３、図４から分かるように、A群の前半の単位

図４　本学データ科学認定制度要件

数理・データサイエンス・AI教育の紹介



学について学ぶことができます。考え方について

興味がある方はテキスト「データ科学入門Iおよ

びII」を参照ください[2]、[3]。

（２）オンデマンド科目としての提供

全学生向けに科目を提供するために科目のほと

んどをオンデマンド科目として提供しています。

特にMDASHリテラシーレベル、応用基礎レベル

に対応した科目群は全てオンデマンド科目です。

この理由としては

・ 本学は複数のキャンパスを有していること

・ 学部で学ぶ専門科目が増える中で余裕を持

って履修可能なこと

があげられ、これらの状況下で全学に向けて科目

を提供するためにオンデマンド科目を採用してい

ます。学生はいつでもどこでも空いている時間を

見つけて科目を履修することが可能です。また各

科目の１講義は３〜４個のモジュールと呼ばれる

個別の内容から構成されております。各モジュー

ルは、主に「講義動画、小テスト、プログラミン

グ」の三つからなり、各モジュールの講義動画は

長くても20分程度です。100分間動画をずっと視

聴するということはなく、各モジュールを小まめ

に学んでいくことができます。この点も空いてい

る時間の学修に配慮している点と言えます。

（３）学生サポートサービスの充実

オンデマンド科目として設置する上で学生にと

って不利益になり得る点が教員とのコミュニケー

ション、特に講義内の疑問点の解消があげられま

す。先に述べたように全学を対象にしており、数

学やプログラミングに関する事前知識に差がある

ため、これらに特に配慮したいくつかの教育支援

を行っています。

１）データ科学履修相談

DSセンターではデータ科学を学びたい学生か

らの相談を受け付け、その学びたい目的や内容に

応じて履修科目や履修計画に関するアドバイスを

行う教育支援を実施しています。この履修相談内

容として、学生自身の将来の研究やキャリアも見

据えてデータ科学を学びたいといった要望も多

く、そのような場合に現時点でどのような学修を

すべきかを知りたいケースが多々あります。本教
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達目標を学生が設定し、学習のモチベーションを

高めることに役立てることを期待しています。さ

らにはデータ科学関連のインターンシップなど産

学連携などにおいても、認定制度の級の提示によ

りデータ科学の学びの到達状況を説明できるなど

の利点も生まれています。このように、学生のキ

ャリア教育の一端にも本認定制度が活用され始め

ている状況です。

５．数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム認定制度との関連
概要で述べましたように、本学データ科学認定

制度のリテラシー級はMDASHのリテラシーレベ

ルの認定を受けました。また同認定制度初級は同

じくMDASHの応用基礎レベルプラスの認定を受

けております。特に応用基礎レベルプラスの認定

理由として「多くの学生にデータ科学教育プログ

ラムを展開するためにフルオンデマンド科目とし

て毎クォーター開講しているとともに、予約制の

オンライン対面指導などで学生へのサポートが充

実を図る取組みを実施している。」となっていま

す。これはまさに本学の提供するデータ科学教育

プログラムの特徴であり、５万人規模の学生にプ

ログラムを提供するための施策の一つです。「６.」

でこの特徴について述べていきたいと思います。

６．データ科学教育プログラムの特徴
（１）新規科目として設置

データ科学教育プログラムでは、「統計リテラ

シーシリーズ」４科目を除いた全ての科目を新規

に設置しています。これにあたってまず「本学の

学生に必要な内容は何か」「身につけてほしい力

は何か」について様々な学部に常設の科目を調

査・吟味しました。その上でDSセンター所属の

教員で各科目内容を相談しながら検討、コンテン

ツを作成しています。特に従来統計学や多変量解

析あるいは機械学習の分野で個別に発展してきた

手法を「意思決定」の観点から整理し直している

ことが特徴の一つです。また数学的な内容につい

てはなるべく直感的に理解できるように図や例な

どを交えて説明するとともにPythonなどのプログ

ラミングを利用することにより、分析の具体的な

イメージが理解できるように配慮しています。こ

れらにより初めての学生でも見通しよくデータ科

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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学生はこのように用意されたいずれかのチャネ

ルを通して質問を行い、LAから回答を得ること

が可能です。またLAと教員間ではこれら質問を

共有しており、LAでは対応しきれない質問に対

しては教員が回答することもあります。

また同様のサービスとして「データ科学研究相

談」というサービスもありますが、こちらは卒業

論文なや学会発表などの研究レベルにデータ科学

を活用する際に、DSセンターの教員のコンサル

ティングを受けることができるサービスです。

７．まとめ
本稿では本学の全学データ科学教育プログラム

として、特に正規授業科目のカリキュラムおよび

その特徴について説明しました。本カリキュラム

ではデータ科学の統一的な考え方に軸を置き、ま

た演習でPythonを用いて実践することによって、

知識とスキルの両者を同時に学ぶ教育プログラム

となっています。これらの大きな目的の一つは、

先に述べました自身の学術領域における専門性

に、データ科学を活用できる人材の育成です。そ

の意味で本科目の履修者数は年々増加してはおり

ますが、全体から見ますとまだまだ少ないと考え

ています。データ科学の重要性について積極的に

広報していく必要性を感じています。

本プログラムの特徴の一つであるカリキュラム

に対する支援についても述べました。具体的には

データ科学履修相談及びLAによる質問対応によ

り、学生の学修目的や知識レベルに応じて相談や

質問をいつでも行える体制を構築しており、全学

の多くの学生に対してきめ細かいデータ科学教育

を提供しています。

より詳しく知りたい方はホームページなどもご

覧いただければと思います[1]。

参考文献および関連URL
[1] 早稲田大学データ科学センターホームページ

https://www.waseda.jp/inst/cds/

[2] 松嶋敏泰監修，データ科学入門I-データに基づ

く意思決定の基礎-，サイエンス社，2022．
[3] 松嶋敏泰監修，データ科学入門II-特徴記述・構

造推定・予測回帰と分類を例に-，サイエンス社，
2023.

育支援では、このようにその学びたい目的に応じ

て相談・サポートを実施しています（図５）。

２）Learning Assistant(LA)による質問対応支援

学生にとって理解が難しい箇所や、演習におけ

るプログラミングで詰まってしまった場合にそれ

らの解消の手助けをするLA制度を採用していま

す。LAはデータ科学の十分な知識を有する大学

院生（場合によっては学部生）で、データ科学に

関する授業レベルの質問対応を行ってくれていま

す。この質問対応方法にはさらに以下の形態があ

ります。

① 本学３号館２階における対面指導
本学３号館２階には、授業期間中であれば

LAが常駐している部屋があります。質問の

ある学生はいつでもそこにいけば質問をする

ことができます。

② LMS掲示板への質問の書き込みとその返信
本教育プログラムはLMSを通じて提供して

いますが、LMS上の掲示板にて質問を受け付

けています。本掲示板は受講生であれば誰で

も閲覧・書き込みが可能なため受講生自身が

他の受講生の質問に答えることも可能です。

③ チャットによる質問対応
授業期間中であればチャットを送ることに

より３号館２階に常駐しているLAに質問を

することができます。他キャンパスに通学し

ており３号館を訪れる時間のとれない学生は

こちらを利用することが多いです。

④ オンライン対面指導
チャットでの質問から必要と判断された場

合には、Zoom（あるいはSkype）を利用した

オンライン対面指導に移行することがありま

す。

図５　データ科学履修相談

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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佐藤　健一
市川　　治

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

滋賀大学データサイエンス学部の企業連携と数理・データ
サイエンス・AI教育プログラム（応用基礎レベル＋）について

提案が、独立行政法人大学改革支援・学位授与機

構の大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門

人材の確保に向けた機能強化に係る支援（支援

２））のハイレベル枠に採択され、今後も学生お

よび教員の拡充が予定されています。

２．企業連携について
本学データサイエンス学部の強みは企業との幅

広い連携にあります。教員も実際のデータや課題

に触れることで、データサイエンスの重要性・有

用性を認識し、それが講義やゼミでの指導という

形で還元されています。

現在継続中の企業連携は60件ほどあり、これ

までに300を超える企業案件を担当しています。

ここでは、共同研究の具体的な内容について、セ

ンターが発行する2022年度の年報「Data Science

View」から５件を抜粋して紹介したいと思います。

・ 大阪ガス株式会社：一般家庭の電力使用量

を予測する手法について研究を行っていま

す。電力の安定供給のために、電力会社には

顧客の電力使用量を予測して需要と供給を均

衡させることが求められます。しかしながら、

特に一般家庭の電力使用量については、その

変動の不規則性ゆえ、汎化性能の高い予測モ

デルを家庭ごとに作ることは困難です。そこ

で本研究では、新たなモデルベース時系列ク

ラスタリング手法を開発し、使用パターンの

近い顧客グループに分割しつつ、それぞれの

グループに対して予測モデルを推定するアプ

ローチによって高精度な予測を目指していま

す。2022年度の研究成果をまとめた論文は、

機械学習・パターン認識に関するトップジャ

１．はじめに
本学では、わが国初となるデータサイエンス学

部を2017年４月に開設し2019年度にデータサイ

エンス研究科修士課程を、2020年度には博士後

期課程を開設しました。学生の定員は学部が100

名、博士前期課程が40名、後期課程は３名です。

本学部には情報学・統計学の教員をはじめ、医学、

生物学、社会学、心理学等諸分野で活躍してきた

教員、公的機関や企業での豊富な実務経験者など

2023年７月現在28名の専任教員が在籍していま

す。

データサイエンス学部開設の１年前からデータ

サイエンス教育研究センターを開設し、データサ

イエンスに関する先端的な教育研究活動を行うと

ともに、企業や自治体との連携、多様な大学間連

携に取り組んできました。2022年度からは全学

体制のデータサイエンス・AIイノベーション研究

推進センター（以下、センター）に発展改組され、

併任しているデータサイエンス学部教員に加え

て、21名の専任教員が所属し、学部講義なども

担当しています。このように、総勢49名の専任

教員が大学教育や企業連携に関わっており、西日

本最大規模のデータサイエンティスト集団を形成

しています。また、2023年度にはそれを支える

URA（ユニバーシティ・リサーチ・アドミニスト

レーター）を高度専門職員として２名雇用し、支

援部門も大幅に強化されました。

企業連携の収益によるセンター教員の雇用拡充

に加えて、本年７月には、大学院データサイエン

ス研究科博士前期課程の定員倍増（令和７年度か

ら定員80名）とデータサイエンス学部定員増

（令和７年度から定員150名）などを内容とする

滋賀大学
データサイエンス学部副学部長

(左から　佐藤、市川)

滋賀大学
データサイエンス学部教授
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２：結晶構造から有用な物質特性を有する物

質候補を予測する研究に取り組んでいます。

結晶構造を取得する有用な手段である結晶構

造データベースには、毎年数万件以上のペー

スで結晶構造が登録されており、誰でも自由

にアクセスすることができます。その一方で、

材料特性が登録されているデータベースの登

録数は比較的少数に留まっているため、多く

の結晶構造に対しては材料特性を得ることが

できません。材料特性を知るためには、実験

を行う、または長時間かかるコンピュータシ

ミュレーションを実行する必要があり、きわ

めて高い時間的、金銭的コストが必要になり

ます。本研究では、機械学習を活用するマテ

リアルズ・インフォマティクス手法を用い

て、有用な材料特性を示すことが期待される

候補物質を効率的に探索する手法の構築を目

標としています。これにより、材料特性が未

知であるために使われていない物質の中か

ら、優れた性質を示す素材を発見し、新製品

開発などへと貢献することが期待されます。

・ 日東電工株式会社との共同研究：粘着テー

プやフィルムを始めとした様々な製品を製造

する日東電工、およびグループ企業で分析を

専門とする日東分析センターと製品の設計・

開発における課題解決のためのデータサイエ

ンスに関する共同研究を行っています。材料

の機能理解のためには、静的な評価による構

造理解だけではなく、動的なその場測定によ

る機能発現のメカニズム解明が必要となりま

す。そのための世界最先端レベルの画像や動

画解析の研究を共同で進めています。本研究

では、画像のノイズ除去や高画質化、セグメ

ンテーションなどの画像処理により材料の特

徴量を抽出し、特性を評価する手法を開発し

ています。低コントラストでノイズの多い膨

大なX線画像データに対して、スパースモデ

リング等を用いて高速に鮮明な4D-CT動画を

取得し、形状解析を行う手法の開発に取り組

んでいます。

また、企業連携だけでなく、地方自治体や地域

経済の発展にも貢献しています。本学データサイ

エンス学部が位置する彦根市の彦根商工会議所と

ーナルの一つであるPattern Recognitionに掲

載されました。

・ 株式会社日立建機ティエラ：IoTを活用し

て収集した工場内のデータを分析し、生産設

備の最適稼働を目的とした研究に取り組んで

います。工場では、建設機械が多種混流生産

されており、生産状況・生産設備の見える化

を推進し、生産にかかわる各種データの収集

が行われています。本共同研究は2021年10

月から開始しており、収集・蓄積した工場の

稼働状況に関するデータを用いて部品投入の

最適化を目指しています。2022年度は、塗

装工程について構築したシミュレーションモ

デルを実際の稼働状況のデータと比較するこ

とで再現性の検証をしてきました。また、塗

装工程後の組み立てに関する仕掛り管理につ

いてもシミュレーションモデルの構築に取り

組んでいます。大物塗装工程のシミュレーシ

ョン結果と連結させることで、建設機械の組

立計画、塗装設備の進度、仕掛り数を管理し

ながら、最適な部品投入の計画をシミュレー

ション結果から検討できる技術の開発を進め

ています。

・ トヨタ自動車株式会社との共同研究〜その

１：車載カメラ画像を利用した道路のオルソ

画像生成手法の開発を行っています。道路の

オルソ画像（真上から見た画像）にはナビゲ

ーション用地図の作成・自動運転のための路

面情報の取得など様々な用途があります。従

来オルソ画像の作成にはコストのかかる飛行

機による空撮などが必要でした。一方で路面

の状態や標識は常に変化しており、その情報

をリアルタイムで更新する方法が必要とされ

ています。この共同研究では車載カメラで撮

影された動画から道路の３次元復元を行い、

そこから自由視点画像を生成するという方法

でオルソ画像を生成する方法を開発していま

す。現在は特に複雑な路面形状に対応するた

め複数の車載カメラを使った画像生成を試み

ています。このような技術は将来自動車に搭

載されている車載カメラを利用し道路の情報

を常に更新し続けるシステムの開発に利用さ

れることが期待されます。

・ トヨタ自動車株式会社との共同研究〜その
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力を備えた文理融合型の人材の育成を目指してい

ます。また、カリキュラムも文理融合型となって

おり、データを管理、加工、処理、分析をするた

めのスキルは情報や統計のスキルなので理系的で

すが、分析結果を価値創造に生かすためには、デ

ータの背景を十分に知る必要があり、多くの場合

において文系的要素が必要となります。

したがって、本学部では、情報、統計関連科目

ばかりではなく、経済、経営等の文系の授業も受

けることができます。また、ビジネス分野の第一

線で活躍をしている方々の話を多く聞くことがで

きる授業もあり、幅広いスキルを身に付けること

ができます。なお、統計学の基礎である数学につ

いては、高校で数学Ⅱ・Bまでしか学習しなかっ

た学生でも対応できるよう、数学Ⅲの内容から学

習し、数学についての質問対応として、データサ

イエンス研究科の学生などによる数学サポートが

毎週開催されており、予約なしで指導を受けるこ

とができます。

カリキュラムは学生の興味に応じた学修ができ

るように、大きく分けて、①データサイエンス科

目、②価値創造科目、が用意されています。①は

さらに、データエンジニアリング系（情報関連）

科目、データアナリシス系（統計系）科目に分か

れます。②では経済、教育、心理、医療など多分

野における価値創造の実例紹介、価値創造の実践

等を学びます。これらの授業から自分の興味に応

じた授業を受講することで、情報のエキスパート、

統計のエキスパート、価値創造のエキスパートに

なることも可能です。

さらに細分化すれば、データアナリシス系科目

では統計学と、その基礎である数学について学び

ます。データエンジニアリング系科目では情報学

と、プログラミングによる演習を行います。デー

タ駆動型PBL演習では、データアナリシス系科目

とデータエンジニアリング系科目で学んだ知識や

技術を活かして、実際のデータを分析する経験を

積みます。価値創造科目では、データサイエンス

の応用事例などを学びます。さらに、社会調査士

の資格を取得できる専門科目も揃っています。こ

れらの科目群は、データサイエンティストに必要

とされる、情報系、統計系スキル、に加えて、多

様な分野のドメイン知識、問題解決の経験および

コミュニケーション・プレゼンテーション能力を

は2020年11月に包括的連携協定を締結し、長期

有給型インターンシップにより本学の学生が企業

での実践力を習得するとともに、事業所の経営イ

ノベーションを創出する人材育成や、データサイ

エンス教育プログラムの開発など、地域経済の活

力創造に向けて連携を強化してきました。また彦

根市は内閣府の地方創生テレワーク交付金制度に

応募し、高い目標設定と先駆的な要素が必要な高

水準タイプで採択されました。この制度はサテラ

イトオフィス、シェアオフィス、コワーキングス

ペース等の整備・運営等により、地方への新たな

人の流れを創出する地方公共団体の取組みを支援

することを目的としています。この交付金を活用

するために、彦根商工会議所、本学、地元金融機

関および賛同企業等がコンソーシアムを組み、

2021年６月に近江テック・アカデミー株式会社

を設立しました。近江テック・アカデミーは商工

会議所近くの彦根市中央町にサテライトオフィス

などの機能を持つ施設「INSPILAKE（インスピ

レイク）」を開設・運営しています。コンソーシ

アム機能を活かして、入居者間のビジネス交流、

スタートアップ支援、ジュニアIT教育、社会人の

リカレント教育、事業所へのDXサポート等の機

能を備えるものです。近江テック・アカデミーで

はすでに本学のデータサイエンス学部生を採用し

て、ジュニアデータサイエンティスト育成スクー

ルなど、様々な事業を開始しています。また、執

行役員としてデータサイエンス研究科学生が就任

しました。

このように、企業連携などを推進することで、

連携先からバラエティに富んだゲスト講師を迎え

ることができ、また、卒業研究の一部としてデー

タの提供もされています。さらに、データサイエ

ンス研究科においては、連携先から派遣社会人を

受け入れており、連携先が持つデータを利用した

研究指導が行われています。

３．データサイエンス学部のカリキュラ
ムについて
本学部では、データサイエンスの専門知識やス

キルといった理系的基礎に加えて、データ利活用

の現場で相互補完的な専門性を有する仲間とコミ

ュニケーションを図りながら、データから価値の

ある情報を取り出し、それを意思決定に活かす能

数理・データサイエンス・AI教育の紹介



学習入門、データサイエンス入門演習、デー

タサイエンス応用演習、ビジネス価値創造論

・ 選択科目：解析学、線形代数、マルチメデ

ィア処理入門、テキストマイニング、AI・機

械学習、多変量解析入門、標本調査法、実験計

画法、最適化理論、シミュレーション技法、

データ研磨、情報セキュリティ

ここでは、専門科目群から価値創造科目に分類

される「ビジネス価値創造論」のシラバスから原

文を抜粋して紹介します。

・ 授業の目的：データ分析の手法論をしっか

り学んでも、それだけでは企業で活躍できな

い。企業で待ち受けているのは「このデータ

でこんな予測をしてね」という具体的なお題

ではなく、「君のデータ分析力で売上げを伸

ばして欲しい」という漠然としたお題である。

方法論だけでは立ち往生するだけである。本

講義では、そのようなお題にも成果を出せる

力を授ける。授業の概要）皆さんが学ぶ分析

手法を活かすには、「解決したい課題」と

「分析に用いるデータ」を用意しなければな

らない。本講義では、ビジネスにおいて適切

な課題を設定する力と、分析に役立つデータ

を自ら考える力について、演習を通して伝え

る。数学やプログラムと異なり体系化された

教科書はなく、世界で唯一のオリジナルな講

義である。この分野で成功してかつ自らの経

験を形式知として教える能力を持つ希少な人

を講師としてアレンジした。

・ 授業の到達目標：データ分析で解決したい

課題を設定する型を習得する。データ分析に

役立てるデータを考える型を習得する。製造

業におけるデータ分析の活用方法を一例であ

るが習得する。

本プログラムによって、学生は自らの生活にも

数理・データサイエンス・AIが深く関与し、産業

界などでもデータにもとづいた合理的判断を求め

られている現状を把握するものと考えます。そし

て、データサイエンスの応用事例を理解すること

で、実データ、実課題（学術研究データ等も含む）

を用いた演習についても、社会での実例として取

り組むことができるようになり、その結果、現実
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育成するためものです。

このように、本学部の教育課程では、統計や情

報の基礎力を身に付けるだけでなく、実際にデー

タの解析結果を意思決定に活かして、価値創造で

きる力を高めることを目的としています。このよ

うな目的を達成するため、１、２年次には統計学

と情報工学の基礎的内容を身に付け、様々な応用

分野におけるデータ分析の実例を学びます。それ

らの基礎をもとに、３、４年次では各種領域科学

におけるデータ分析手法を学び、実際のデータを

使った演習を通して価値創造の実践経験を積み重

ねます。それに加え、各自の興味に応じ、様々な

統計手法の数理的内容をより深く学んだり、より

高度な情報処理技術を身に付けたり、より多くの

分野における問題解決スキルを磨いたりできるカ

リキュラムを用意しています。

４．滋賀大数理・データサイエンス・AI
教育プログラム
本学のプログラムは認定制度が始まった2021

年度に、リテラシーレベルの中でも先導的で独自

の工夫・特色を有するとして数理・データサイエ

ンス・AI教育プログラムリテラシーレベル＋（プ

ラス）として選定されました。さらに2022年度

には、応用基礎レベルに認定され、特に、データ

サイエンス学部のプログラムについては、認定さ

れた教育プログラムのうち、先導的で独自の工

夫・特色を有するとして応用基礎レベル＋に選定

されました。

データサイエンス学部が取得した応用基礎レベ

ル＋は13科目（選択項目科目を含めると25科目）

から構成されます。プログラムを構成する下記の

基礎科目から14単位、専門科目から12単位、合

計26単位を修得します。なお、１科目は２単位

として換算され、専門科目群に含まれる「AI・機

械学習入門」を除き、すべて必修科目となってお

り、データサイエンス学部の学生にとって履修し

やすいプログラムとなっています。

・ 基礎科目：線形代数への招待、解析学への

招待、データ構造とアルゴリズム、プログラ

ミング１、プログラミング２、統計数学、デ

ータベース

・ 専門科目： AI概論、AI・情報倫理、AI・機械

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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以上の背景を踏まえて、生成AIを教える講義を

「データサイエンス特論B（生成AIの理論と活用）」

として、令和５年度の秋学期から開講します。

この講義では、前半を理論編とし生成AIの背後

にある理論的な枠組みを学ぶとともに，後半を活

用編とし生成AIを使用して実際の課題を解く演習

を行います。最後に、著作権やプライバシーとい

った生成AIにまつわる諸問題について学びます。

生成AIに関する講義の各回の構成を表１に示し

ます。今年度は音声生成やアート（感性）の領域

には踏み込んではいません。まずは上記の安定的

な内容で開講し、それらについては今後検討して

いくことになるでしょう。

社会の課題に対する基本的な活用法を習得するこ

とが期待されます。

最後に、本プログラムデータサイエンス学部な

らびにセンターが推進する企業連携で培った実践

的なデータサイエンスの講義科目が含まれてお

り、そのような点から応用基礎レベル＋として評

価されたのではないかと考えております。

５．生成AIへの対応
本学部ではこれまでもAIの教育に力を入れてき

ました。科目名としては「AI・機械学習入門」

「AI・機械学習」「人工知能論・演習」「画像処

理・演習」「音声データと対話システム論・演習」

があげられます。これらを履修すれば、CNNや

LSTMを用いた分類、敵対的生成ネットワーク

（GAN）による画像生成、変分オートエンコーダ

（VAE）による潜在表現の獲得、Transformerによ

る系列変換などのAI技術を習得することができる

カリキュラムになっていました。

しかし、最近になってChatGPTやStable Diffusion

に代表される生成AIが急激に注目を浴びるように

なり、カリキュラムとしても急遽対応を迫られる

ことになりました。

生成AIとは端的に言ってしまえば、データを入

力して、テキスト・画像・音声データを出力する

ものです。これまでの講義でもGANや系列変換

器といった生成能力を持った機械学習モデルは教

えてきましたが、最近の生成AIはそれよりも格段

にレベルが上がっています。具体的には、自己教

師あり学習や対照学習を用いることによって、ネ

ット上で集めた超巨大なデータを（人手によって

正解ラベルを付与する必要なしに）そのまま、巨

大なモデルの学習に利用し、人間が持つような常

識や感性に相当する潜在表現をモデルの内部に獲

得させることができるようになりました。さらに、

その際にテキスト・画像・音声データを融合させ

ることができるようになりました。

この生成AIは、CoPilotのような製品群として

ITベンダーから提供され、まずはオフィスワーカ

ーの生産性向上に寄与していくと考えられます。

今後は、音楽、絵画、映画といったアートやエン

ターテインメントの領域に広がっていくと見られ

ており、データサイエンスを志向する学生のタイ

プも今後さらに多様化が進むと考えられます。

表１　生成AIに関する講義の各回構成

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

第1回
第2回　　           

第3回

第4回

第5回

第6回
第7回

第8回

第9回

第10回
第11回

第12回
第13回
第14回

第15回

ガイダンスと生成AIの活用事例紹介
生成AIを支える理論(1) PyTorchを用い

た深層学習

生成AIを支える理論(2) 敵対的生成ネッ
トワーク

生成AIを支える理論(3) 自己符号化器
（AutoEncoder 他） ,  潜在表現 ,  self-

attention (BERT、ViT)

生成AIを支える理論(4) 系列変換器
(Encoder-Decoder), cross-attention, モダ

リティ変換, CLIP 

生成AIを支える理論(5) 拡散モデル
生成AIを支える理論(6) 大規模言語モデ
ル

生成AIの活用実習(1) 生成AIを使用した

レポート作成

生成AIの活用実習(2) 生成AIを使用した

レポート作成

生成AIの活用実習(3) 生成AIの創作応用

生成AIの活用実習(4) 生成AIのプログラ

ミング応用

成果物発表会
成果物発表会
まとめの会（またはゲスト講師による
講義）
生成AIにまつわる諸問題：生成AIに関

する諸外国における議論の動向（政府、

企業）、生成AIに関する国内の議論の動

向（主に、政府）、生成AIと著作権に関

する議論
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に認定されている全学向けの教育プログラム「デ

ータサイエンス・統計リテラシー教育プログラ

ム」についても紹介します。さらに「４．」では、

「データサイエンス応用基礎教育プログラム」が

応用基礎レベルプラスの認定理由とされた「長崎

振興のための政策提言」、「地域の企業の共同企

画」、「社会人向け講座の開催」、「インドやタイの

大学との連携」、「オンデマンド教材の配置」、「受

講生の取組み状況の分析」について紹介し、最後

に本学部の「エキスパート人材の育成」について

紹介します。

２．「データサイエンス応用基礎教育プロ
グラム」について
本学部は、工学部の情報工学コースが独立し、

そこにデータサイエンス分野が加わって設立され

ました。本学部の学生は、１年次で基礎を学んだ

後、２年次からデータサイエンスコースまたはイ

ンフォメーションサイエンスコースのいずれか一

方のコースを選択します。本学部の「データサイ

エンス応用基礎教育プログラム」は、データサイ

エンスコースの必修科目で構成されています。デ

ータを用いて様々な実社会の課題を解決し、新た

な価値を生み出すことのできる人材の養成を目指

した教育プログラムとして位置付けています。

（１）実施体制

「データサイエンス応用基礎教育プログラム」

は、情報データ科学部長を委員長とした情報デー

タ科学部データサイエンス教育プログラム委員会

が実施を担っています。数理・データサイエン

ス・AI教育プログラムの整備、運用、自己点検、

評価等を行う目的で設立されました。当委員会は、

１．はじめに
情報データ科学部（以下、本学部）は本学の第

10番目の学部として、令和２年度に設立された

新しい学部です。本学部は、情報データ科学の基

礎を身につけた「自ら考え行動し、成長が期待で

きる人」、「社会が求める、国や地域にとって宝と

なるべき人」を養成することを目標とし、情報科

学の工学的手法およびデータ科学によるデータの

科学的把握により、ビッグデータから新しい知を

獲得し、具体的な課題解決につなげられる人財を

養成するための教育研究に取り組んでいます。

本学部は、本学の全学生向けにデータサイエン

スのリテラシー教育プログラムを、本学部生向け

には応用基礎レベルのデータサイエンス教育プロ

グラム[1]をそれぞれ提供しています。これらは文

部科学省の数理・データサイエンス・AI教育プロ

グラム認定制度（MDASH）[2]により、それぞれリ

テラシーレベル、応用基礎レベル及び応用基礎レ

ベルプラスの認定を受けました。このような充実

した教育を受けた本学部の学生は、「実社会課題解

決プロジェクト」（PBL科目：Project Based Learning

科目）で30社を超える企業や長崎県・市と様々

な課題の解決に取り組み、種々の社会的提案がコ

ンテストで優勝するなど、学びの成果が着実に表

れています。さらにタイやインドとの学生・教員

の相互派遣による国際交流も活発化しています。

本稿の構成は以下の通りです。まず「２．」で

は、情報データ科学部における応用基礎レベルの

教育プログラム「データサイエンス応用基礎教育

プログラム」[1]の概要を紹介します。次に「３．」

では、本教育プログラムを構成する特長的な科目

を具体的に紹介します。また、文部科学省の数

理・データサイエンス・AI教育リテラシーレベル

植木　優夫長崎大学　
情報データ科学部教授

長崎大学情報データ科学部における
数理・データサイエンス・AI教育
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必修として多く配置しており、座学での授業内容

を実際のデータで確認して、理解度が高まる工夫

を行っています。さらに、データサイエンスを実

社会で活用するために、座学や教員が用意したデ

ータを用いた演習に留まらず、学生主体でデータ

を探し、課題発表や実社会の課題を解決する授業

を必修として設けるなど、実社会でのデータサイ

エンス活用を認識できる仕組みを取り入れていま

す。実際のデータを扱う実践形式の授業を配置す

ることで、座学や演習で学んだ知識や技術を実践

で使う経験を積むことができます。例えば、「数

理・データサイエンス」の授業では、課題発表を

含むグループ演習を中心とした授業を行っていま

す。また、「実社会課題解決プロジェクト」では、

企業が提供する実社会の課題に対して、実データ

を基に課題を解決する実践型演習の授業です。

「データサイエンス応用基礎教育プログラム」

は、社会でのデータサイエンスの活用を意識させ

ることで学修意欲を高め、社会に出た直後からデ

ータサイエンスを活用できることを目指したカリ

図１　プログラム概要

情報データ科学部長、教務委員、実社会課題解決

プロジェクト（PBL科目）担当教員、そして情報

データ科学部のデータサイエンスを専門とする教

員数名から構成されます。

（２）プログラム構成

「データサイエンス応用基礎教育プログラム」

は、合計44科目からなるプログラムです。その

うち38科目が必修科目であり、多くの数理・デ

ータサイエンス・AI関連科目が含まれます（図

１）。この教育プログラムは、４年次からの研究

室配属後に研究活動を行っていく上で必要となる

基礎を身につけさせ、将来、データサイエンスの

エキスパートになれるように構成されたカリキュ

ラムです。

（３）プログラムの特色

「データサイエンス応用基礎教育プログラム」

では、実際にExcel、R、Pythonなどのプログラム

を用いて、データを分析する実演、演習の授業を
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３．プログラムにおける授業科目について
ここでは「データサイエンス応用基礎教育プロ

グラム」を構成する授業科目のなかで、特長的な

科目をいくつか取り上げて紹介します。

（１）実社会課題解決プロジェクト

実社会課題解決プロジェクト（PBL科目）は、

PBL-A、PBL-B、PBL-C、PBL-Dの４科目から

構成されます。PBL-AとPBL-Bは１、２年次の

必修科目に設定されており、このPBL科目全体で

の履修者数は200名を超えます。2020年４月の

学部創設以来、情報データ科学部は長崎県内外の

30以上の企業・団体からPBLへの協力を得ていま

す。また、課題によっては、学生の希望で長崎県

での離島を含むフィールドワークに出かけて、現

地調査や現地でのヒアリングを行っています。

成果の事例として「坂道マップの作成」を紹介

いたします。長崎市は坂が多く、高齢者や観光客

にやさしくありません。地図測量会社との企画で、

実際に長崎の坂道に関して長さや角度、路面状況

といったデータをフィールドワークで計測し、デ

ジタル地図に着色することで、坂道マップの情報

を表示するアプリを開発しました。このように、

PBLを通じて、学生が主体的にデータサイエンス

を社会で役立てる経験を積むことができます。

（２）数理・データサイエンス

「数理・データサイエンス」の授業では、課題発

表を含むグループ演習を中心とした授業を行って

います。分析手法を座学で学ぶだけでなく、学生

が興味を持ちそうなテーマを設定して具体的に解

析を行うことで、それまで気付かなかったことに

気付くことができるような授業を展開しています。

例えば、長崎県の市町村における高齢化率と地

方税収入の関係を可視化することで、高齢化と地

方税収入に負の相関があることだけでなく、高齢

化は進んでいないにもかかわらず地方税収入が少

ない地域がある、といった意外な発見ができるこ

とを示しました。また学生の面白い解析例を授業

内で発表させて、データ解析の面白さを共有して

います。このように、データサイエンスは、学生

たちが身近に感じる事柄に応用可能なものとし

て、本学部の学生は大いに興味を持って学んでい

ます。

キュラム構成となっています。また、データサイ

エンスの基盤である統計学・情報学の基礎的理論

も重視しています。これら基礎的事項をきちんと

押さえた上で、データサイエンスを実践できる、

バランスの取れた人材の輩出を目指したプログラ

ムとなっています。また、本教育プログラムを構

成する全ての授業科目は所属するコースにかかわ

らず全学部生が選択し履修することができます。

本教育プログラムを修了した学生全員に認定証

が発行されます。令和４年度はプログラム修了生

が出る最初の年度でした。初年度は学部３年生

17名が修了し、西井龍映学部長から修了生に修

了証が手渡されました（写真１）。

授業の理解度は学生毎に異なるため、新入生研

修やティーチングアシスタントを授業に配置する

ことで、先輩受講者への質問を可能としています。

確率、統計、微分積分、線形代数、情報学などデ

ータサイエンスの基礎となる重要な内容は、複数

の異なる科目で繰り返し説明することで学生の理

解度を高めています。受講生の興味関心を引き出

すため、社会、観光、医療、生命科学、企業の課

題へのデータサイエンスによるアプローチなど、

複数の応用分野における数理・データサイエン

ス・AIの活用について学修できる仕組みを設けて

います。４年次からの研究室配属では、社会、経

済、観光、医療、生命科学、農業、企業活動にお

けるデータサイエンス、数理・データサイエン

ス・AIの基礎理論と応用、VR、画像認識、教育

工学、など様々な専門分野の教員が在籍しており、

学生の興味や関心、キャリアデザインに応じて選

択できる体制を整えています。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

写真１　修了証授与の様子



（３）社会人向け講座の開催

本学部では、＜社会人向け＞IT先端技術応用講

座を開催しています。データサイエンス・AIの内

容を含んでおり、企業側からデータサイエンス教

育に関するフィードバックを受けて内容改善を図

っています。

（４）インドの大学との連携

インドは多くの著名な統計学者を輩出してお

り、伝統的に統計学・データサイエンスの分野に

強みを持つ国です。本学部では、令和３年度にイ

ンド統計大学との医療生命科学データサイエンス

ワークショップ、インドラプラズサ情報工科大学

デリー校（IIIT-D）との共同オンラインセミナー

「空間計量経済学およびイメージ処理の最前線：

欠測データ、因果推論、機械学習」を行いました。

2022年４月には、本学部とIIIT-Dとの間で学術

交流協定を締結しました。令和３年度には「医

療・産業ビッグデータ分野における人工知能（AI）

研究のための交流事業」がJSTさくらサイエンス

プログラムに採択され、インドのVellore Institute

of Technology（VIT）、Council of Scientific and

Industrial Research-Central Electronics

Engineering Research Institute（CSIR-CEERI）、

及びNational Institutes of Technology（NIT）から

教員２名、学生６名を情報データ科学部で受け入

れました（写真２）。今後、これらの取組みをさ

らに発展させることで、インドの大学との連携を

進めていく予定です。

44 JUCE Journal 2023年度 No.2

（３）選択必修科目

データサイエンスコースの選択必修科目は、医

療・生命情報学Ⅰ〜Ⅲと社会・観光情報学Ⅰ〜Ⅲ

の計６科目です。医療・生命情報学Ⅰ〜Ⅲは、本

学の強みである医療・保健分野に蓄積されたデー

タを用いて、統計学とデータサイエンスを基にし

た解析を行い、医療支援を行う上で求められる理

論や実践方法を学ぶことができます。社会・観光

情報学Ⅰ〜Ⅲは、社会・経済におけるデータサイ

エンスの知識や技術、長崎に訪れる多数の観光客

についてのビッグデータを分析する方法を学ぶこ

とができます。

（４）データサイエンス・統計リテラシー教育プ

ログラム

令和３年度より全学必修科目となった「データ

サイエンス概論」、「統計学概論」は、情報データ

科学部が開発した授業です。両科目はリテラシー

レベルのプログラム「データサイエンス・統計リ

テラシー教育プログラム」を構成する教養教育科

目であり、情報データ科学部生を含む本学の全学

部生が必修科目として受講します。これらはオン

デマンド授業であり、学生は本学の教育支援シス

テム（LMS）であるLACS内に配置された動画コ

ンテンツをいつでも視聴することができます。

４．本学部の特色ある取組み
（１）長崎振興のための政策提言

令和２年当時、本学部１年生であった、林田昂

己さんは、若者と政治を結ぶNPO法人ドットジェ

イピー未来事業部が主催する「未来国会2020」

政策コンテストに水産学部の2名と応募し、長崎

を水産業で元気にする政策提言「フグに恋する５

秒前〜ぎょ、ぎょぎょう〜」により、全国1,335

名・508チームの中で優勝しました。

（２）地域企業との共同企画

実社会課題解決プロジェクト（PBL科目）にお

いて、企業が提供する実社会の課題に対して、実

データを基に課題を解決する実践型演習の授業を

行っています。この成果報告会において、地域企

業が参加し、学生の活動と成果に対して意見をい

ただき、活動内容をアップデートしています。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

写真２　さくらサイエンスプログラムでのインドからの訪問
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期的に各科目の受講生の取組み状況を調査し、学

修状況を把握しています。そして、LACS上で管

理しているデータから受講生の取組み状況を週単

位・月単位で評価・分析し、視覚的に把握し、学

部教員の定例会議で報告し、状況把握と授業の改

善方法について議論を行うことで学生指導に役立

てています。

（８）エキスパート人材の育成

「AI戦略2019」[3]では、数理・データサイエン

ス・AIに関する人材のレベルとして、応用基礎レ

ベルの上にエキスパートレベルが示されていま

す。本学部は令和３年度に文部科学省の統計エキ

スパート人材育成事業に採択され、本学部助教１

名がエキスパート人材となるべく研修を受けてい

ます。また、本事業の支援により、情報データ科

学部生への統計検定の受験料補助や、長崎県内の

数学教員を対象とした「確率統計指導者エキスパ

ート育成講座」を実施しています。

５．おわりに
データサイエンス応用基礎教育プログラムを中

心に、本学部が取り組んでいる数理・データサイ

エンス・AI教育を紹介しました。数理・データサ

イエンス・AI教育プログラムの開発、人材育成を

担当されている方、応用基礎レベルの認定やプラ

スでの選定を目指している方々の参考になれば幸

いです。
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（５）タイの大学との連携

本学部では令和４年度から、タイの泰日工業大

学と手を組み、学部学生トレーニング交流プログ

ラム「PBL DE THAI」を実施しています。日本

とタイの大学生が協働し、専門領域における相互

の考えや知識等を英語によりシェアする中で、グ

ローバルな感覚を深めるものであり、将来的には、

両大学が提供する講義の受講・単位認定に加え、

データサイエンス分野の専門領域を深く学ぶこと

で、国際的な活動に寄与する人材の育成・輩出を

目指しています。

（６）オンデマンド教材の配置

本学では、学生の主体的な学びを確立するため

に、主体的学習促進支援システムLACS（Learning

Assessment & Communication System）と呼ばれ

る教育支援システム（LMS）を導入しています。

LACSは、BlackboardというLMSをベースとして、

本学独自の機能を追加したものです。本プログラ

ムを構成する授業科目はLACSによってアクセス

ログ、小テスト、期末試験等の結果が統一的に管

理されており、入学直後からLACSを通じて授業

に取り組むことになっています。システムにおけ

る連絡の掲示、学生の大学メールアドレスとも連

携したメッセージの送受信、資料掲示、掲示板と

いった機能のほか、テスト採点・成績表示まで、

全てがシステム内で完結しているため、学生がシ

ステム操作や授業資料の場所に混乱する事態を避

けることもでき、学生にとって非常に使いやすい

ものとなっています。教員は、対面による授業や

オフィスアワーだけでなく、LACSを通じて授業

内容の連絡や学生とのメッセージによるやり取り

を行っています。また、授業資料をLACSに蓄積

することで、多くの学生が授業を振り返り、学び

を繰り返すことができる環境を提供しています。

（７）受講生の取組み状況の分析

LACSには、受講者ごとの出席状況、課題の提

出状況、さらには各授業へのアクセス状況など授

業への取組み状況がデータとしてリアルタイムで

蓄積されています。LACSを通じて、各科目の担

当教員はそれぞれの授業科目への学生の取組み状

況を随時知ることができます。また、情報データ

科学部教務委員会が中心となって、LACSから定

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistrategy2019_fu_sanko.pdf
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補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画の補助事業別集計

1
2024年度（令和６年度）文部科学省概算

要求に対する情報関係補助金予算の要望

 

 

私情協ニュース

（単位：百万円）

本協会では、令和６年度における文部科学省概算要求に向けて、私立大学団体連合会に協力を要請すると

ともに、文部科学省私学助成課に以下の要望を行いました。

教育改革実現のための情報化関係補助金予算の要望
公益社団法人私立大学情報教育協会

令和９年度までの５年間における国の教育政策をとりまとめた「第４期教育振興基本計画」によれば、基本施策

として、主体的・自律的な学修を実現するアクティブ・ラーニング、課題解決型学習（PBL）等教育方法の工夫な

どを通じた学修者本位の教育の推進、文理横断・文理融合教育の推進、教育DXに向けたハイブリッド型教育による

質向上の推進、数理・データサイエンス・AI人材及び多様な知を総合して活躍できるイノベーション人材の育成な

どを推進するとしています。

本協会の調査「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調査」によれば、学生主体の学びを実

現する情報環境として、令和６年度より令和９年度の４年間において690校以上で整備が計画され、国の補助事業

による財政支援なくして教育DXの推進は実現できません。とりわけ令和６年度に期待される教育効果としては、

「LMS（学修支援システム）を用いた事前・事後学修の充実」、「教員と学生間のコミュニケーションの改善」、「遠

隔授業システムによる学修機会確保の改善」、「アクティブ・ラーニング、PBLなど問題発見・課題探求力の改善」

などを目指していますが、教育効果の達成度は全体で６割程度と遅れており、ICTを導入・活用した学びの質向上

の取組みが焦眉の課題となっています。

ついては、教育振興基本計画が目指す教育DXの推進に向けて教育革新に取り組む大学・短期大学の強い意欲を受

けとめていただき、令和６年度政府予算概算要求において、「教育基盤設備」、「ICT活用推進事業」の着実な整備に

向け予算の拡大・確保に特段のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。

※ 補助事業別の補助希望額は下表の通りで、大学・短期大学834校の内、回答のあった情報環境整備を計画してい

る283校を集計した結果、2024年度(令和６年度)は96億円、2025年度(令和７年度)は80億円、2026年度(令和８年

度)は75億円、2027年度(令和９年度)は43億円となっています。また、2024年度に情報環境を整備することで目指

す教育効果の達成度(回答校の中央値)は、①遠隔授業システムを用いて学修機会の確保、学修内容の理解度向上が

70％、②事前・事後学修の学修時間の増加と知識定着・理解度向上が60％、③教員と学生間のコミュニケーション

と主体的学修の促進が60％、④反転授業・ｅラーニングの普及による知識・技能の定着が60％、⑤アクティブ・ラ

ーニング、PBLなどを充実して課題探求力の向上が60％、⑥双方向授業による学修意欲の向上が60％、⑦地域社会

や産業界と連携した授業で課題解決力と実践力の向上が60％、⑧グループ学修を通じて主体性・多様性・協働性の

向上を図るが60％、⑨分野を横断した学びを通じて、知識の組合せ、発想力・構想力の向上を図るが50％、⑩海外

大学との遠隔授業などを通じてグローバル化対応能力の向上を図るが50％と計画されており、４年度間において教

育効果の達成度を８割以上を目指しています。
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1. 私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
情報通信技術による教育改善の研究

①　教育改善モデルの公表
人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて30

分野※のICTを活用した教育改善モデルの提言を公表しています。必要に応じて改善モデ
ルの内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等について更新しています。現在は、答え
が一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、インターネット上で多面的な視
点から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型のPBLモデル
について、医療系分野・法政策系の分野で試行研究しています。
※英語教育、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、法学、経済学、経営学、会計学、社
会福祉学、情報教育、教育学、統計学、体育学、数学、生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工
学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・デザイン学、医学、歯学、薬学、看護学（リハビリテーション含む）

②　問題発見・課題解決型教育等（PBL）の研究
ポストコロナ社会におけるアクティブ・ラーニングのニューノーマルな教育として、対

面による物理的空間の学びと、時間・場所の制約を受けない仮想空間の学びを組み合わせ
たハイブリッドな授業を如何にデザインし、学生に最良な問題発見・課題解決型教育等を
提供すべきか、学修者本位の教育の実現、学びの質を高めるハイブリッド教育の進め方とLMSなどの学修環境の機能
強化、生成系AIの取り扱い、PBLで獲得する思考力等の点検・評価・助言モデルを探求するため、多様な視点で考察
する分野連携によるアクティブ・ラーニング対話集会（オンライン）を実施し、理解の共有と促進を図っています。

大学教育への提言

授業改善に対する教員の意識調査の公表
３年から５年間隔で加盟校の全専任教員を対象に、教育

の質向上を目指した教育改善に対する教員の受け止め方を
把握し、課題を整理提言し、大学、文部科学省、関係団体
等に施策への反映を呼びかけています。

平成28年度にアクティブ・ラーニング（AL）の教育効
果を中心に調査を実施し、平成29年度に「私立大学教員の
授業改善白書」としてネット上で公開しています。

また、令和３年12月にニューノーマルでの教育の対応を
中心に調査を実施し、学修者本位の教育実現、対面と遠隔を組み合わせた学修の
質向上などを令和４年11月に「私立大学教員授業改善白書」を公表しています。

 

 

 

 

 

 

 
   

私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、
望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団
体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成４年に文部省から情報教育の振
興・充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する
ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員157法人、173大学、42短期大学、賛助会
員46［2023年９月１日現在］）

本法人の事業

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業
※公益目的事業の成果は本協会のWebサイトから閲覧できます。

アクティブ・ラーニング（AL）の教育効果

2
公益社団法人私立大学情報教育協会とは

私情協ニュース
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2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
教育・学修機能の高度化に関する情報システムの紹介

平成24年度まではクラウド・コンピューティングを導入した情報システムの研究を行い、平成25
年度からは「学修ポートフォリオ」について、目的、役割、活用方法、学生・教職員への理解の普
及、学修ポートフォリオ情報の活用対策、ICTを用いたｅポートフォリオの構築・運用に伴う留意
点・課題を平成29年度に参考指針としてとりまとめ公表し、ｅポートフォリオシステムの導入・整
備・活用を呼びかけています。

教育改革実現のための情報環境整備計画調査による財政支援の
提案

毎年、全国の私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の計画を調査し、私立
大学における教育活動の質向上、地域社会・産業界との連携、グローバル人材の育
成に必要な情報環境の維持・充実に必要な財政支援を文部科学省等関係機関に提案
し、整備促進を働きかけます。

情報環境整備の自己点検・評価
４～６年間隔で加盟大学を対象に調査を行い、情報環境の整備実態及び利用状況

の自己点検・評価を解析し、「私立大学情報環境白書」をとりまとめ、情報環境に対
する取り組みの振り返りを通じて、改善に向けた対応策の理解促進を図っています。
2018年12月に調査を実施し、2019年５月に白書をとりまとめネット上で公開し、
大学、文部科学省、関係団体等に理解を呼びかけています。

① 社会で求められる情報活用能力育成の研究と理解の促進
AI時代に求められるデータ活用力等の教育を推進するため、｢情報活用教育コンソーシアム｣のプラットフォームを基盤

として、本協会が提唱する「社会で求められる情報活用能力育成のガイドライン」の理解促進と教育実践を働きかけてい
ます。とりわけ、高校の新学習指導要領で、コンピュータのプログラミングやデータ活用を学ぶ新科目｢情報Ⅰ｣が必修と
なることを受けて、プログラミング・アルゴリズム関連、モデル化・シミュレーション関連、データサイエンス・AI活用
教育の教材及び教育方法の重層的な整備に向けて、プラットフォーム上で関係教員によるシンポジウムや意見交流の機会
を設け、教育現場の課題及び対応策について、関係教員を交えて理解の促進を図っています。

②　仮想空間を活用した教育のオープンイノベーションの研究
新しい価値の創造を目指すPBL授業の普及・推進方策の構想として、SDGs（持続可能な開発目標）の解決を目指した

共創活動の拠点をクラウド上に設け、３次元による仮想空間のメタバースや仮想現実（VR）を活用して学生・教員・企
業、民間の団体組織、地域社会等のイノベーションに意欲のある関係者が集い、新たな知を創造する｢SDGsサイバーフォ
ーラムコモンズ構想｣の実現可能性を研究し、｢産学連携人材ニーズ交流会」に提示し、パイロットプランの方向性につい
て探求しています。

私情協ニュース

③　データサイエンス・AI教育を支援する研究
本協会に「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プラットフォーム」を設けて、政府の取組、大学モデル

カリキュラムの動向、政府が認定する教育プログラムの取組み事例、私立大学の教育実践例、シンガポールや米国の大学
などの取組み状況の情報を更新・掲載しています。また、また、リテラシーレベルの進め方について、関係教員の方々と
本分科会のプラットフォーム上で情報交流会やワークショップを行い、学生が意欲的に取組むような授業運営の工夫、教
材などについて研究し、理解の促進を図っています。
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産学連携人材ニーズ交流会全体討議

学生による社会スタディ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
電子著作物等の利用推進

｢授業目的公衆送信補償金制度｣の徴収や分配の仕組みなどについて、必要に応じて文化庁及び授業目的公衆送信補償金等
管理協会に意見を発信しています。とりわけ、教員個人への分配の仕組みなどについて課題を提示し、改善に向けて働きか
けを行っています。また、改正個人情報保護法の施行に伴う私立大学への影響等について、機関誌及びセミナーなどを通じ
て理解の促進を働きかけるように努めています。

産学連携による教育支援の推進（オンライン）
①　産学連携人材ニーズ交流会

大学教員と産業界関係者による人材育成に関する意見交流の場として、SDGs（持続可能な開発目標）を掲げてイノ
ベーションに取組む企業から、大学教育に対する人材育成の期待・意見を聞き出し、教育改革の認識を共有します。そ
の上で、産学連携による新しい学びの創出モデルとして、クラウド上にSDGsの解決を目指す産学等による共創活動の
拠点（｢SDGsサイバーフォーラムコモンズ｣）構想について、仮想空間を活用した教育のオープンイノベーションに向
けた共創活動の構想について実現可能性・課題を探求します。

②　大学教員の企業現場研修
教員の教育力向上を支援するため､賛助会員の協力を得て、デジタル革命による事業価値の創出に取り組む事業戦略

の動向、技術革新の現場情報、人材育成の方針を紹介いただき、若手社員と大学教育に対する意見交換を行う中で､授
業を振り返る気づきの機会を提供します｡

③　学生による社会スタディ
学生がIoT、ビッグデータ、AI、ロボット等によるDXに興味・関心を抱き､イノベーションに関与する姿勢を醸成で

きるよう支援するため､国立・公立・私立の大学１・２年生を対象に、社会の有識者及び大学の学識者との意見交流､学
生同士による対話を通じて､早い段階からイノベーションに向けて主体的な学修行動につなげられるよう、気づきを支
援します。その成果を本協会で審査し、優れた取組みに「優秀証」を発行しています。

大学教員の企業現場研修

私情協ニュース

5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
教員対象
・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価と表彰

毎年８月下旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改善研究発表会」を文部
科学省の後援を受けて開催し、教育改善の実践事例として有用な研究発表を選定評価し、
文部科学大臣賞をはじめとする表彰を通じて全国の大学に優れた教育改善の取組みとして、
ネット上で広く紹介しています。

日本電気株式会社
（１）事業戦略の紹介

NECは、安全・安心・公平・効率という社会価値を創造し、誰もが
人間性を十分に発揮できる持続可能な社会の実現を目指して企業活動
を推進していること及び、社会価値を創造するNECの事業概要が紹介
された。

（２）若手社員との意見交換
社会人になってからの経験を通じて、大学時代にやっておけば良か

ったと思うことや、大学時代に役立った経験・授業はどの様なことだ
ったのか等について若手社員から発表があり、意見交換を行った。

株式会社内田洋行
（１）事業戦略の紹介

教育分野のDX戦略として、様々なシステムが連携・構成するデジ
タル・エコシステム構築が今後のキーワードになることから、技術標
準により連携した事例の紹介と運用の最適化や学習データの分析・利
活用の取組みが紹介された。

（２）若手社員との意見交換
システムエンジニア及び営業若手社員から業務内容、必要なスキル、

ICT企業の最新の課題や実態、大学時代に役立った経験や大学への要
望などを発表し、参加者との意見交換を行った。

株式会社日立製作所
（１）事業戦略の紹介

OT・IT・プロダクトを結びつけて新たな価値を生み出すLumadaによ
る社会課題解決・顧客企業の課題解決に向けた取組みが紹介された。

（２）若手社員との意見交換
営業部門とSE部門の入社３～４年目の若手社員から業務内容、必要

なスキル、最新の課題や実態、大学時代に役立った経験や大学への要
望などを発表し、意見交換を行った。

富士通Japan株式会社
（１）事業戦略の紹介

最新の大学 DX（デジタル・トランスフォーメーション）の取り組
みとして、富士通が開発したブロックチェーン技術でデータを安全・
安心に流通させる基盤を利用し、大学を取り巻く様々なステークホル
ダー（企業や地域など）との連携を可能にする取組みが紹介された。

（２）若手社員との意見交換
若手社員から現在の仕事の内容や経験を踏まえ、大学時代に役立っ

た授業や学ぶべきこと、大学に対して望みたいことなどについて発表
し、意見交換を行った。
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・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術（ICT）の研究講習
毎年２月下旬に私立大学の教員を対象に情報通信技術活用能力の習得を目指して「FDのための情報通信技術研究講習会」

を対面方式で開催します。LMS(学修支援システム)を用いた授業の個別最適化、対面授業とオンライン授業を効果的に組み
合わせた反転授業、授業コンテンツ使用の著作権法上の知識・理解の習得、学修データの解析方法、対面・オンラインでの
ICT活用法(LMS、2Dメタバースなどの紹介)、オンライン多職種連携教育、生成系AIの取り扱い等について、基礎的な理解
を深め実践できるよう、「全体会」と「ワークショップ」を設定し、その上で「全体討議」として参加者が希望するテーマ
について、自由に情報交流する場を設け、支援しています。

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための情報通信技術活用力（ICT）の研修

ICT活用能力の開発・強化を支援するため､私立大学の職員を対象に、「大学職員情報化研究講習会」を10月に対面で開催
し、「基礎講習コース」として情報提供及びDXに向けた実現構想のグループ討議を実施し、業務に直結する知識・理解の獲
得と意見交換による実践的な考察力の促進を図っています。また、12月にはオンラインで「ICT活用コース」を開催し、大
学DX（教育改革、学生支援改革、業務改革）の情報提供を行い、理解の共有・促進を図っています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用（ICT）に伴う知識と戦略の普及

全国の大学を対象に毎年９月上旬に「私情協 教育イノベーション大会」をオンラインで実施します。大学におけるデジ
タル変革（DX）が今後一層進展していくことを踏まえて、先行して取組んでいる好事例の紹介及び意見交流を行います。文
部科学省による国の施策、変革の世紀を生き抜く教育、大学教育への変革を迫る生成系AIの取り扱い、学修者本位の教育、
学びの質向上を目指すDXの試み、仮想空間（メタバース）を活用した学びの質向上、デジタル人材育成の推進、デジタル教
材の著作権対応とChatGPTの対応、働き方改革、業務支援DXなどによって、情報提供又はシンポジウムなどを行います。
また、ICT利活用による授業改善の研究や学修成果の可視化など実践事例の発表、大学・賛助会員連携によるICT導入・活用
事例の紹介を通じて理解の促進・共有を図ります。

・短期大学の教育力向上を図るための取組み等の連携及び戦略の探求
短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、複数の短期大学と自治体等が協働

する地域貢献支援活動のコンソーシアムをネット上に形成し、教育を通じた「高齢者との交流促進・課題解決策の支援事業」、
「地域価値発見の支援事業」、「地域課題取組み情報共有の支援事業」のモデルを策定するため、私立の参加短期大学間で試
行し、支援事業のニーズや課題を共有して可能性を意見交流する「短期大学教育改革ICT戦略会議」をオンラインで実施し、
理解の促進に努めています。

・情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
学校法人及び大学が所有する情報研究資産、金融資料、マイナンバー等の情報資産を安全に管理・運用できるよう情報セ

キュリティ対策の危機管理能力の強化を推進するため、毎年10月に私立大学を対象に「大学情報セキュリティ研究講習会」
をオンラインで開催します。構成員全員がサイバー攻撃の脅威を再確認し、各自の防御行動、組織的な防御対策が進展する
よう、大学での対策事例、ベンチマークリストを用いた自己点検・評価・改善、DXに向けたセキュリティの考え方などを
通じて、大学の対応力に沿った情報セキュリティ対策の考察力・実践力の獲得を目指します。また、政府や関連機関と連携
して情報セキュリティの関連情報を整理し、大学が抱える問題に活用できるようにするため、本協会のサイトに「情報セキ
ュリティ関連情報のプラットフォーム」を
設け、情報発信に努めています。

私情協ニュース
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私情協ニュース

6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機関誌

「大学教育と情報」を年４回、全国の大学、政府、関係機関等向けに発
行しています。また、インターネット上で事業の経過及び成果を随時情
報公開するとともに、意見の収集を行い、事業の見直しなどに反映でき
るようにしています。さらに、公益目的事業について理解と協力を得る
ことを目的に、オンラインで全地域の大学・短期大学の関係者、賛助会
員に事業活動報告交流会を実施します。

機関誌「大学教育と情報」
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〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp 

高度情報化の推進・支援として
� ３年～５年程度の期間を目途に情報化投資額の費用対

効果の点検を本協会から受けることで、費用の有効性※を
洗い出し、教育の質的転換に向けた情報環境活用対策の
改善点を指摘し、大学ごとにフィードバックします。

� 教育改革に求められるICTの活用、教育・学修支援、財
政援助の有効活用など、加盟校の要請に基づき個別にキ
メ細かい相談・助言を提供しています。

� ICTを活用したアクティブ･ラーニング、ｅラーニング
専門人材の育成、IR等を支援する拠点校、クラウドの活
用等について支援する国立情報学研究所と必要に応じて
連携し事業の推進を支援するとともに日本としての
MOOC環境を整備するため、日本オープンオンライン教
育推進協議会（JMOOC）に対して助言等の支援をします。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）を活用した教育政策の理解普及として
� 加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」

を対面又はオンラインで開催します。これにより、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得ることができます。

� 加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部門管理者会議」を対面又はオンラインで開催し、教学マ
ネジメント体制の構築にICTを活用する最新の情報を提供します。

教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンドの配信
� 本協会で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ（令和４年度99件、

３年度109件、２年度97件）を希望に応じて配信します。コンテンツは
毎年度更新され、拡大していきます。

� 遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施している講演
や研究発表の動画を閲覧できますので、教員・職員の職能開発に活用で
きます。

� 映像コンテンツは有料ですが、２年前のコンテンツは１割、３年前
のコンテンツは無料となります。現在、令和２年度のコンテンツは申
込に応じて全て無料で配信しています。

ビデオ・オンデマンド配信

公益社団法人　私立大学情報教育協会

※情報化投資額の有効性評価リスト

会員を対象としたその他の事業

私情協ニュース
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10月18日（水）～20日（金）

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。 
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる

授業改善の動向を把握できます。 
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表
時のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。 

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。 

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。 

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 配信会場および実施方法月　日
９月５日（火）～７日（木）
９月22日（金）

10月30日（月）

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
THE HAMANAKO
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

私情協　教育イノベーション大会
短期大学教育改革ICT戦略会議
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース] （対面開催）
教育改革FD/ICT理事長・学長等会議

3

私情協ニュース

令和５年度行事日程と加盟校の特典

令和５年予定

12月23日（土）予定

12月15日（金）
12月の第２週予定

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

事業活動報告交流会
大学職員情報化研究講習会[ICT活用コース] 
アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（文系／理系）

11月24日（金）予定 アルカディア市ヶ谷（オンライン）大学情報セキュリテイ研究講習会
11月30日（木） アルカディア市ヶ谷（オンライン）第38回臨時総会

２月下旬予定

会議名 配信会場および実施方法月　日

２月上旬予定
２月中旬予定

３月上旬予定

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
関西地域の大学予定
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

学生による社会スタディ
大学教員の企業現場研修
FDのための情報技術研究講習会（対面開催）
産学連携人材ニーズ交流会

令和６年予定

１月11日（木）予定 アルカディア市ヶ谷新年賀詞交歓会（対面開催）
１月20日（土）予定 アルカディア市ヶ谷（オンライン）アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（栄養・医療系）

３月27日（水） アルカディア市ヶ谷第39回臨時総会（対面開催）
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4

公益社団法人 私立大学情報教育協会

令和５年度 私情協 教育イノベーション大会

オンライン開催　開催要項
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5

～短期大学生による地域貢献支援活動の推進～

2023年度 短期大学教育改革ICT戦略会議

オンライン開催　開催要項
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1

事業活動報告
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私立大学教員授業改善白書（令和3年度の調査結果）抜粋
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早稲田大学社会科学部

「ソーシャルイノベーション・アクセラレートプログラム」の

カリキュラム改革と効果検証手法

ログラム」[2]（図１）の取組みを進めてきた（最終

年度：令和６年度）。メニューⅢはインテンシブ

教育プログラムを推進するものであり、授業科目

の精選・統合を進め、学生が同時に履修する授業

科目数の絞り込みを行うとともに、授業科目を週

に複数日実施し、質と密度の高い学修の実現を目

的としている。

本学において先行的にインテンシブ教育を導入

する社会科学部では、複雑化するグローバル社会

において、高い志のもとに自ら課題やその解決策

を明らかにし、国際社会および地域社会において

周囲を巻き込みながらその実現を図るソーシャル

イノベーションの担い手を育成することをディプ

ロマポリシーに掲げてい

る。また、その中では特

に３つの力、①学際性

（多領域の知を結集した

問題解決能力と社会を切

り拓く社会構想力を身に

つける）、②臨床性（理

論と実践、思考と行動を

往還しながら、矛盾や葛

藤を自らが乗り越える主

体的な自己修正力を身に

つける）、③国際性（多

様な国、言語、価値、利

害関係を背景とする主体

とコミュニケーションで

きる国際的な表現力と協

１．はじめに
文部科学省「知識集約型社会を支える人材育成

事業」は、Society5.0時代等に向け、全学横断的

な改善の循環を生み出すシステム（全学的な教学

マネジメントの確立、管理運営体制の強化や社会

とのインタラクションの強化等）の、学内におけ

る形成を実現しつつ、今後の社会や学術の新たな

変化や展開に対して柔軟に対応しうる能力を有す

る幅広い教養と深い専門性を両立した人材を育成

することを目的とした事業である。

本学では、本事業メニューⅢ「インテンシブ教

育プログラム」の採択を受け、令和３年度より、

「ソーシャルイノベーション・アクセラレートプ

(左から　早田、上野、山田)

早稲田大学
社会科学総合学術院学術院長　 早田　　宰

上野　　博

山田　寛邦

株式会社早稲田大学アカデミックソリューション[1]

業務支援室 ジェネラルマネジャー

早稲田大学
大学総合研究センター研究員

図１　ソーシャルイノベーション・アクセラレートプログラム概要

投　稿
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修行動調査を活用することによって、より合理

的・効率的な効果検証の事例を示す。大総研では、

特定の個人を識別不可能とした上で、学生の入学

から卒業・卒業後まで一貫したデータの分析がで

きるエンロールマネジメント・IRの体制を整えて

いる。そのため、インテンシブ教育受講後の学生

についての効果検証も大総研が実施する卒業生調

査等を通して今後検証可能になり、効果測定の効

率性や有効性を示すことが可能である（図２）。

第三に、プログラム履修者を支えるメンター・

高度授業TA制度の先駆的なモデル化である。本

事業のカリキュラムの履修済み学部生・大学院生

等が、メンターやTAとして参画する自己循環型

のサポートシステムとし、在学生に限らず、社会

に出た卒業生もメンターや社会連携コーディネー

ターとして関与できる仕組みを目指す。大学で涵

養された能力をもとに社会連携教育の観点から卒

業生が社会的ニーズ・課題も踏まえて在学生に関

わることで双方の相乗効果も期待でき、「学びの

エコシステム」としてインタラクティブな学びの

システム・集団の構築を目指している。また産学

官連携や海外大学共同の、インテンシブワークシ

ョップをプロジェクト形式で開催し、この計画・

運営にメンターやTAが関与することで、ソーシ

ャルイノベーターとしての資質の醸成を促してい

る。

３．学修成果効果検証システム
インテンシブ教育による学修成果を検証するた

めに、学際・社会科学

ルーブリックを用いた

効果検証システムを開

発し、POC（Proof of

concept）を実施した。

Microsoft社のクラウド

サービスである、Azure

クラウドプラットフォ

ーム上に、Data Lake機

能（Azure Data Lake

Storage Gen2）、Data

Ware House機能（Azure

Synapse Analytics）、機

械学習による分析機能

働力を身につける）を養成するため、学問分野を

横断した複合的なアプローチによる課題解決型教

育やオープンイノベーションの理念による社会連

携実習を実践している。

インテンシブ教育を進めることで、これらの取

組みはより加速され、学生の成長により良い効果

をもたらすことが期待されている。

２．プログラムの全体像
ソーシャルイノベーション・アクセラレートプ

ログラムの先進性として、以下の３点があげられ

る。第一に、インテンシブ教育を活用した「学際

教育」の新たなモデル化である。本事業を既存の

学生生活・学修行動調査による効果測定を基礎と

しつつ、国内外にも事例の少ない、学際教育のル

ーブリックを開発し、学生の学修成果を多面的に

検証することで、その成果や課題を広く発信する

ことができる。本プログラムでは、社会科学部の

ディプロマ・ポリシーに基づいた、学際・社会科

学ルーブリック（「知識と志」「学際性」「臨床性」

「国際性」）を作成し、令和５年度から本運用を開

始した。

第二に、インテンシブ教育の教育効果を学際教

育という観点で実証的に評価することで、学位プ

ログラムレベルの効果検証の方法や教学に関する

データ分析体制、すなわち質保証システムのモデ

ルが示され、普及が期待できる。本事業では、大

学総合研究センター（以降：大総研）と連携し、

大総研が実施する全学を対象とした学生生活・学

投　稿

図２　プログラムの効果検証・評価サイクルの全体像
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析する。図３はAzure Auto MLで実際に機械学習

を実施した結果の例であり、正答に対する影響度

が高い項目を特徴量として数値化している。図４

は可視化ツールPower BIの画面イメージである。

４．おわりに
本学社会科学部では、高い志をもって社会課題

を解決する、ソーシャルイノベーターを育成する

ために、「学際性」「臨床性」「国際性」の3つの教

育理念を掲げ、多領域の専門分野と学際教育を活

かした課題解決型教育や社会連携実習を臨床教育

の場として実践する特色的なカリキュラムを有し

ている。インテンシブ教育を通して、①知を結集

させるCross-Disciplinary Approachの早期定着化

による「学際性」の深化・多面化、②能動的学習

機会の拡大による「臨床性」「国際性」の伸展を

目指している。これにより学生の高い目標意識を

促し、学生の成長を加速化させる。

学際・社会科学教育ルーブリックを開発し、大

総研と連携し、学修成果の可視化・学際教育のモ

デル化を実施している。インテンシブ教育プログ

ラムや、クォーター制の教育成果の検証のために、

Microsoft社のAzureクラウドプラットフォームを

用いた、学修成果効果検証システムの開発・稼働

を進めており、Myポートフォリオと連動させて、

学生による能動的な授業選択を推進している。

本事業の成果は全学へ展開され、グローバルイ

シューに取り組み社会変革

を共創するソーシャルイノ

ベーターの育成を推進し、

教育システム改革、質保証、

アセスメントの牽引が期待

されている。

関連URL
[1] 株式会社早稲田大学アカ

デミックソリューション

company.w-as.jp/

[2] 早稲田大学 社会科学総

合学術院 ソーシャルイ

ノベーション・アクセラ

レートプログラム

waseda.jp/intensive/

（Azure Auto ML）、可視化機能（Power BI）を複

合する学修成果効果検証システムを実装した。

機械学習について、教師あり学習を例にすると、

教師データとして、学際・社会科学ルーブリック

の教員評価点数を正答とし、履修科目の成績や学

修行動を例題として、機械学習を実施する。履修

科目には社会科学部のディプロマポリシーで設定

されている「学際性」「国際性」「臨床性」のフラグ

が立てられており、それぞれの取得単位数や成績

素点により、ルーブリック評価点数への影響を機

械学習で分析する。「学際性」「国際性」「臨床性」

科目を履修し、成績が優秀な学生のルーブリック

評点が高ければ、カリキュラムが学修成果につな

がっており、ルーブリック評価も機能していると

判断できる。またインテンシブキー科目にフラグ

を立て、当該科目の履修者・非履修者の傾向を分

図４　Power BIによる出力（デモデータ）

投　稿

図３　Auto MLによる特徴量抽出（デモデータ）
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。リテラシーレベルのワークショップも実施していま
す。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は157法人（173大学、42短期大学）となっており、賛助
会員46社が加盟しています（会員数は2023年９月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活
用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

利用推進を進めています。また、ICT活用教育の推進に向けて
改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きかけています。

２）イノベーションの育成に向け、大学と企業が連携する「産学
連携人材ニーズ交流会」、若手社員との意見交流による「大学
教員の企業現場研修」の支援、ICTの重要性を学生に気づかせ
る「学生による社会スタディ」を実施しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発（FD）のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理
者会議の開催

５）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド
の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
157法人（173大学　42短期大学）

（2023年９月１日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

松本　章代（情報処理センター長）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

古瀬　一隆（情報処理教育研究センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

福田　光良（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

駿河台大学

平井　純子（メディアセンター長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、教務部長、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長、DX推進センター長）

江戸川大学

小口　彦太（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

増井　由紀美（メディアセンター長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

中央学院大学

大村　芳昭（学長）

帝京平成大学

蜂屋　孝太郎（総合情報技術センター運営委員会副委員長）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

山倉　健嗣（総合情報センター所長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学院国際学術研究科教授）

学習院女子大学

清水　將吾（国際文化交流学部准教授）

共立女子大学・共立女子短期大学

福田　收（情報センター長）

工学院大学

田中　輝雄（学術情報センター工手の泉所長）

駒澤大学

坂野井　和代（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山崎　壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

昭和女子大学

金尾　朗（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

成蹊大学

渕　史彦（高等教育開発・支援センター所長）

淑徳大学

松山　恵美子（総合福祉学部教授）

専修大学・石巻専修大学

髙橋　裕（情報科学センター長）
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拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

岡田　工（学長室部長（情報担当））

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

小池　新（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

杉本　雅彦（情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

大貫　進一郎（理事・副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

明治大学

阿部　直人（情報基盤本部長）

明治学院大学

太田　和俊（情報センター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

佐藤　裕美（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（事務局長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（情報マネジメント学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

下條　文武（理事長・学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

北上　眞二（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

長田　利也（法人本部情報基盤センター課長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

白井　康之（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

文化学園大学

清木　孝悦（理事長・学長）

武蔵大学

竹内　広宜（経済学部教授）

武蔵野大学

林　浩一（MUSICセンター長）



79JUCE Journal 2023年度 No.2

名　簿

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

肥田　朋子（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

日本福祉大学

原田　正樹（学長）

名城大学

加藤　雅士（情報センター長）

大谷大学

廣川　智貴（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

藤本　茂（副学長、総合企画部長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都ノートルダム女子大学

加藤　佐千子（図書館情報センター長）

同志社大学・同志社女子大学

大久保　雅史（理工学部教授）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（学務部長）

大阪女学院大学

橋本　誠一（ラーニングソリューションセンター担当課長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

追手門学院大学

辰巳　早苗（CXD局基盤業務管理部システム企画推進課長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

松岡　隆（高等教育推進センター長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

前田　利之（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

玉田　浩之（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

三浦　欽也（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和大学

高橋　一夫（学習教育総合センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

堀田　博史（学術情報部長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

愛知淑徳大学

松尾　貴司（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

安藤　玲子（マルチメディアセンター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常務理事）

大阪歯科大学

辻林　徹（歯学部教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

就実大学・就実短期大学

矢吹　優子（事務部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

鬼追　一雅（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（情報処理センター所長、商学部教授）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（理事長補佐）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

藤村　まこと（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（e-キャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（文学部長、理事）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

鹿児島国際大学

大西　智和（情報処理センター所長）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

第一薬科大学

小松　生明（副学長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

瀬川　波子（情報基盤センター長）
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